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第 1章 序論 
 
1.1 研究の背景 
 
液晶テレビが代表される電子機器製品は，市場へ投入されてから，立上期
と競争期を経て，すでに安定期に入っている．立上期では，製品メーカの新
規参入や積極的な生産能力の増設が行われ，製品の供給量が急激に増加する．
供給量の増加に対して製品の需要も急激に増加しているため，需給バランス
がとれており，製品価格は高いまま維持されることが多い．その後，競争期
に入る．競争期では，製品需要の増加がピークに達すると市場全体として供
給能力過剰の状態となり，限られた需要を多くの製品メーカが取り合うため，
企業間の競争が激しくなる．対象とする電子機器製品は液晶パネルのような
基幹部品とそれに付け加える汎用部品で組立てられる．製品の機能や性能な
どは基幹部品に強く依存する．同一世代の部品の機能や性能などがほぼ同じ
であるため，製品の機能や性能もほぼ同じとなるため，製品メーカ間の競争
は主に価格競争となる[1]．ほとんどの製品メーカは薄利多売の戦略による自
社のシェアを拡大することを目指して積極的に値下げを行う．その結果，製
品の価格は急激に下落することとなる．液晶テレビのみならず，多くの電子
機器製品はそれに近い特徴を示している．従って，製品メーカの利益率が急
激に悪化し，多数の製品メーカが巨額な赤字を抱え，市場から撤退すること
となる[2][3] [4][5]．それと同時に，製品が安定期に入る．生き残れた低利益
率の体質となっている製品メーカに対して，経営を維持するため，いかに利
益を確保することが大きな課題となる． 
製品の立上期において，ほとんどの製品メーカは自社で部品を製造し，製
品を組立て，そして自社グループで製品を販売するといった一貫したサプラ
イチェーンの構造で製品を市場へ供給していた．そして，競争期に入り，基
2 
 
幹部品の大規模集中生産を行う専業メーカが現れるとともに，製品の大量仕
入れ大量販売による低価格販売を行う独立な販社も現れた．従来の一貫した
サプライチェーンの構造から水平分業の構造となり，多数の電子機器メーカ
は部品市場を支配する少数の基幹部品メーカから基幹部品を調達し，製品市
場を支配する少数の販社を経由して製品を販売することとなった．従って，
製品メーカの相手側である部品メーカと販社の側に交渉の主導権がある取引
環境となっている． 
製品メーカの製品販売において，低利益率の体質となった製品メーカに対
して，市場から得られる最大利益となる販売価格と販売量を決定することが
重要である．しかし，製品の需要情報を持っている販社を経由して製品を販
売するため，製品メーカは市場から最大利益となる販売量と販売価格を直接
に決定することが出来なくなった．2 社はお互いに各自の情報を用いて，自
分の利益のみを考慮して取引交渉を行う．その結果，図 1-1 に示すように，
決定された取引量が利益最大となる製品の販売量から離れてしまう．そして，
交渉の主導権を持っている販社との利益配分が極めて製品メーカに不利な取
図 1-1 合計利益の低下および利益配分の偏り 
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引価格となっている[7][8]． 
一方，図 1-2 に示すように，製品の基幹部品は製品の製造原価のうちの大
半を占めているため，部品の調達価格が製品メーカの利益に強く影響を与え
ている．製品メーカに対して，大きく損することのない価格で安定的に基幹
部品を調達することが重要である． 
製品メーカは製品製造に必要な部品量を調達するために，基幹部品メーカ
との取引交渉を行い，部品の調達価格を決定する．取引交渉を行う際に，2社
ともに取引成立の希望確率を考慮した希望取引価格の上限や下限を設定する．
希望取引価格の上限と下限とは，納得できる取引価格の限界のことである．
取引成立の希望確率が高くなるほど，希望取引価格の限界を緩く設定するの
に対して，取引成立の希望確率が低くなるほど，希望取引価格の限界を厳し
く設定する．多数の電子機器メーカは少数の部品メーカから基幹部品を調達
するため[9]，部品メーカに比べて，製品メーカの取引成立の希望確率は高く
なっていることが多い．下記の図 1-3 は取引交渉の結果を示している．部品
の調達価格が市場の中央価格から離れた自分の設定した希望取引価格の上限
に集中することとなり，製品メーカは大きく損することを感じることが頻繁
図 1-2 液晶テレビの原価の内訳[6] 
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に発生する．  
図 1-3 基幹部品の取引価格の分布 
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1.2 研究の目的 
 
製品メーカの製品販売において，販社を経由して製品を販売することにな
ったとしても，予想された販売価格とその価格に対する製品の需要（販売量）
の関係が表される𝑃𝑄曲線と製品製造・製品販売のコスト情報により，下記の
図 1-4に示しているように， 𝑃𝑄曲線上で市場から得られる利益が最大となる
販売価格と販売量を計画したい[10]．そして，最大利益に基づき，納得でき
る利益配分となる取引価格で取引することが望ましい． 
 一方，調達コストが製品メーカの利益に大きく影響する基幹部品の調達に
おいて，図 1-5 に示しているように，製品メーカは赤字を出さないため，な
るべく大きく損することがなく，市場の中央価格の近辺の価格で安定的に基
幹部品を調達することが望ましい． 
しかし，現在の交渉型取引においては，お互いに自分の利益または損得の
みを考慮し，希望取引条件を決定する．そして，自分の損得によって相手の
希望取引条件を受け入れるかどうかを判断するため，2 社の合計利益の和も
図 1-4 販売価格と販売量の計画 
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しくは 2社の損失感の和を考慮することができない． 
従って，製品販売における製品メーカと販社の利益の和（合計利益）の増
加，また部品調達における製品メーカと部品メーカの損失感の和の縮小を実
現するため，取引参加者が協力することが可能となる新たな取引方式を提案
することを本研究の目的とする．
図 1-5 製品メーカの希望取引価格 
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第 2章 協調型取引方式の提案 
 
2 章では，まず，本研究の対象とする交渉型取引方式の概念を説明し，製
品メーカと販社の製品取引，また製品メーカと部品メーカの部品取引におけ
る交渉型取引方式のモデルを構築する．次に，取引交渉に関する従来研究に
対する本研究の位置づけを述べる．そして最後に，交渉型取引方式における
問題を解決するための協調型取引方式の概念を示した上，本研究の提案とな
るコーディネータを介した協調型取引方式について述べる． 
 
2.1 交渉型取引方式の問題 
 
2.1.1 交渉型取引方式の概念 
  
交渉型取引方式では，取引の参加者は自分の損得のみを考慮し，各自で相
手が提案してくれた取引条件に対して受諾するかどうかを判断しながら，交
互に自分の希望取引条件を相手に提示するといった取引方式である[11]． 
図 2-1 交渉型取引方式のコンセプト 
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図 2-1 は本研究の対象とする交渉型取引方式のコンセプトを示している．
プレイヤ A とプレイヤ B は各自の持っている情報に従って，自己損得のみ
を考慮し，交互に希望する取引条件を相手に提示する．相手から提示してく
れた取引条件に対して，受諾するかどうかを判断する．受諾ができなければ，
今回の取引を終了するかどうかの判断を行い，終了しなければ，自分の希望
取引条件を設定し，相手に提示する．終了の判断を行った場合，取引決裂と
なる．そして，相手から提示してくれた取引条件の受諾が可能であれば，相
手から提示してくれた取引条件を受け入れ，取引を成立とする．  
 
この交渉型取引方式では，以下の 2つの欠点がある． 
（１）希望取引条件の設定は 2プレイヤの自分の損得のみに基づいた意思決
定に従うため，2者にとって良い取引条件を設定することができない． 
（２）相手から提示してくれた取引条件に対して，受諾するかどうかという
判断は片方のプレイヤが行うため，取引成立時の取引条件による 2社の損得
の偏りが大きくなる．ほとんどの場合，力の弱い方が力の強い方の希望取引
条件を受け入れることとなり，力の弱い方にかなり不利な取引条件が決定さ
れてしまう． 
 
2.1.2 交渉型取引方式のモデル化 
 
＜製品販売における交渉型取引方式のモデル化＞[12] 
取引交渉を行う際に，製品メーカと販社は自分の情報（製品メーカ：生産
コスト；販社：販売コストと需要情報）を用いて，各自の意思決定に従って，
希望取引条件を設定し，相手に提示する．販社は需要情報を持っているため，
常に自社の最大利益となる取引条件を希望取引条件として設定する．それに
対して，製品メーカは自社の生産コスト情報しか持っていないため，自社の
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目標利益や生産能力の稼働率などを考慮して初期の取引条件（取引価格と取
引量）を設定する．図 2-2 は製品メーカの初期の希望取引条件①(𝑤1, 𝑞𝑚1)の
提案とそれに対する販社の希望取引条件② (𝑤1, 𝑞𝑟1) の提案を示している．ま
ず，製品を販社に販売してもらう立場の製品メーカから初期希望取引条件を
販社に提示する．製品メーカの希望取引価格𝑤1に基づき，需要情報と販売コ
スト情報により，販社は自社の利益が最大となる販売量𝑞𝑟1を求める．𝑞𝑟1を希
望取引量として，製品メーカに提示する．つまり，取引価格は𝑤1であれば，
販社の希望取引量は𝑞𝑟1となる． 
一般的に，製品メーカの固定費が高いため，利益を確保するためには大規
模な量産が必要となる．ほとんどの場合，製品メーカの希望取引量が多い．
従って，製品メーカの希望取引価格に基づき，販社の利益が最大となる取引
量が製品メーカの希望取引量より大幅に少ない．製品メーカは販社にもっと
調達してもらうために希望取引価格を下げる．製品メーカの希望取引価格の
譲歩に従って，2社の希望取引量が近づく． 
製品メーカは少しずつ希望取引価格を下げながら，希望取引条件を提示す
るのに対して，販社はつねに自社の最大利益となる取引条件を希望する．そ
図 2-2 製品メーカと販社の初期の希望取引条件 
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の結果，力関係の弱い側の製品メーカは最終的に販社の希望取引条件を受諾
せざるを得ない場合が多いため，決定された取引量と取引価格による 2社の
利益配分の偏りが大きい．つまり，取引条件による販社の利益に比べて，製
品メーカの利益が極めて少ない結果となる．そして，2 社は各自の利益のみ
を考慮して希望取引条件の設定の意思決定を行うため，全体利益が最大とな
る販売量と販売価格が決定できない問題が発生してしまう．  
 
製品メーカと販社は各自が持っている情報に従って，初期の希望取引条件
の設定，そして希望取引条件の再設定などの意思決定を表現した上，製品販
売における交渉型取引方式のモデル化を以下のように構築する．  
まず，販社が持っている製品の需要情報（𝑃𝑄曲線），つまり製品の販売量
と販売価格の関係は以下の式(2-1)に示す．  
 
【需要情報】 
𝑃𝑄曲線： 
𝑞 = 𝑏 − 𝑎𝑝 (𝑎と𝑏は非負定数)                                                                                    (2 − 1)  
本研究では，計算をより簡単にするため，𝑃𝑄曲線を一次関数で表現する． 
 
製品メーカは自社の生産コスト情報および設定した目標利益額や最低利益
率などに従って，希望取引条件の設定・修正や相手からの提案に対する受諾
判断を行う．販社は製品の需要情報，販売コスト情報に従って，希望取引条
件の設定・修正や相手からの提案に対する受諾判断を行う． 
 
取引交渉において，製品メーカの利益関数および制約条件を以下の式のよ
うに示す． 
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【利益関数】 
𝜋𝑚 = 𝑞𝑚(𝑤𝑇 − 𝑐𝑚)                       (2 − 2) 
 
【制約条件】 
𝑤𝑇 ≥ 𝑐𝑚/(1 − 𝛼)                                             (2 − 3) 
 
【生産コスト関数】 
単位あたりの生産コスト： 
𝑐𝑚 = 𝑣𝑚 + 𝑓𝑚/𝑞𝑇                                                                                                                (2 − 4) 
販社の利益関数および制約条件を以下の式のように示す． 
 
【利益関数】 
 𝜋𝑟 = 𝑞𝑇(𝑝 − 𝑤𝑇 − 𝑐𝑟)                         (2 − 5) 
 
【制約条件】 
 𝑤𝑇 ≤ 𝑝(1 − 𝛽) − 𝑐𝑟                                                                                                            (2 − 6) 
 
【販売コスト関数】 
単位当たりの販売コスト： 
𝑐𝑟 = 𝑣𝑟 + 𝑓𝑟/𝑞𝑇                                                                                                                    (2 − 7) 
                           
記号 
𝑤𝑇：取引価格 
𝑞𝑇：取引量 
𝑝：製品販売価格 
𝑞：製品販売量 (𝑞 = 𝑞𝑇) 
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𝑣𝑚：単位あたり変動費（製品メーカ） 
𝑓𝑚：固定費（製品メーカ） 
𝑣𝑟：単位あたり変動費（販社） 
𝑓𝑟：固定費（販社） 
𝛼：製品メーカの最低利益率 
𝛽：販社の最低利益率 
 
製品メーカは販社とともに，自社の最低利益率を取引交渉の制約条件とし
て設定する．非負定数の𝛼と𝛽を式変形したものが上記の式(2-3)と式(2-6)で表
されている．本研究では，現実性を高めるため，取り扱う製品メーカの生産
コストおよび販社の販売コストは材料費や調達コストなどの変動費および設
備維持費や人件費などの固定費の 2つの費用で構成されるものとする．そし
て，本研究の対象とする電子機器メーカと販社の変動費と固定費の値は大き
く異なる． 
 
製品メーカと販社の取引交渉は以下の 3 つの Step に従って行う．初期の
取引案の作成，取引交渉の進行（受諾判断，希望取引条件の再設定）と取引
成立可否の判断となる． 
 
Step1 初期希望案の決定 
2 社は交互に希望取引条件の提案を行うため，最初に提案する製品メーカ
は持っている生産コストの情報，目標利益や希望取引量などに基づき，初期
の希望取引条件を作成する．  
 
【製品メーカの初期の希望取引条件】 
事前に今回取引の目標利益および生産設備の稼働率や部品在庫などを考慮
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した希望取引量が与えられていることを前提とする．目標利益，希望取引量
と生産コストの関数を製品メーカの利益関数の式(2-2)に代入し，製品メーカ
の初期の希望利益𝜋𝑚0は以下のようになる． 
 
𝜋𝑚0 = 𝑞𝑚0(𝑤𝑇 − 𝑣𝑚 − 𝑓𝑚/𝑞𝑚0)                  (2 − 8) 
 
上記の式(2-8)に従って，初期の希望取引価格を導出し，製品メーカの初期
の希望取引条件は以下の式(2-9)と式(2-10)となる． 
 
希望取引量： 
𝑞𝑇 = 𝑞𝑚0                           (2 − 9) 
   
希望取引価格： 
𝑤𝑇 = (𝜋𝑚0 + 𝑓𝑚)/𝑞𝑚0 + 𝑣𝑚                   (2 − 10) 
             
Step2 取引交渉の進行 
1．受諾判断 
販社は製品メーカから提示してくれた初期の希望取引条件に対して，受諾
するかどうかを判断する．つまり，設定していた制約条件に達成できるかど
うかを確認する．制約条件に達成できれば，製品メーカの希望取引条件の提
案を受諾し，取引を成立とする．制約条件に達成できなければ，販社から製
品メーカに希望の取引条件を提示する． 
2．希望取引条件の再設定 
販社は製品メーカから提示してくれた取引価格により，𝑃𝑄曲線と自社の販
売コスト関数を用いて，自社の利益が最大となる取引量を求める．従って，
式(2-10)と式(2-7)と式(2-1)を式(2-5)に代入し，販社の利益関数は以下の式(2-
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11)になる． 
 
𝜋𝑟 = −
𝑞𝑇
2
𝑎
+ (
b
a
− 𝑣𝑟 − 𝑣𝑚 −
𝜋𝑚0 + 𝑓𝑚
𝑞𝑚0
) 𝑞𝑇 − 𝑓𝑟               (2 − 11)  
               
 
利益が最大となる取引量を求めるため，上記の式(2-11)の𝑞𝑇に対して微分
を行う．従って，微分後の式は以下の式(2-12)になる． 
 
−
2𝑞𝑇
𝑎
+
b
a
− 𝑣𝑟 − 𝑣𝑚 −
𝜋𝑚0 + 𝑓𝑚
𝑞𝑚0
= 0                                                                        (2 − 12) 
 
式(2-12)により，利益が最大となる取引量𝑞𝑇を算出することができる．販
社はこの算出された取引量𝑞𝑇と製品メーカから提示してくれた希望取引価
格を自社の希望取引条件として製品メーカに提示する． 
 
希望取引価格： 
𝑤𝑇 = (𝜋𝑚0 + 𝑓𝑚)/𝑞𝑚0 + 𝑣𝑚                                                                                          (2 − 13) 
 
希望取引量： 
𝑞𝑇 =
𝑏
2
−
a
2
(𝑣𝑟 + 𝑣𝑚 +
𝜋𝑚0 + 𝑓𝑚
𝑞𝑚0
)                                                                              (2 − 14) 
 
製品メーカは販社から提示してくれた取引条件に対して，受諾するかどう
かという判断を行う．相手の提案が納得できなければ，販社にもっと多めに
調達してもらいたいため，初期の希望取引条件を少し譲歩し，販社に希望取
引条件を再提示する． 
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Step3 取引成立可否の判断 
お互いに相手の希望取引条件の提案に対して，受諾できると判断した際に
取引を成立とする．その取引条件に基づいて，2 社間で製品の取引を行う．
一般的に交渉する際に，2 社はぞれぞれの希望取引条件の提示回数を考えな
がら，希望取引条件を提示する．提案回数が多くなるほど，取引成立の可能
性が低下する．𝑁回の希望取引条件の提示になっても，まだ取引が成立でき
なければ，今回の取引を成立しないと判断する． 
上記の図 2-3 は製品メーカと販社間の交渉型取引のフローを示している．
製品メーカは製品を販社に販売してもらう立場であるため，2 社の力の弱い
方となる．従って，販社は製品メーカから提示される取引条件を受諾するこ
とがほとんどない． 
 
＜部品調達における交渉型取引方式のモデル化＞ 
取引交渉を行う際に，取引参加者の部品メーカと製品メーカは市場の調査
会社により，予想された将来のある期間の部品の市場価格の情報が与えられ
図 2-3 製品メーカと販社間の交渉型取引方式のフロー 
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ている．図 2-4 により，予想された部品の市場価格分布が表されている．市
場の中央価格とは，部品市場のすべての部品メーカとすべての製品メーカの
間の取引価格が集中する価格のことである．そして，この価格分布は部品市
場のすべての部品メーカとすべての製品メーカの間の取引価格の発生確率を
表している．部品メーカと製品メーカはこの想定された取引価格の分布を用
いて，希望取引価格の設定を行う． 
希望取引価格の上限を市場の中央価格より低く設定する製品メーカや希望
取引価格の下限を市場の中央価格より高く設定する部品メーカも存在するが，
交渉する際に自社の取引成立の可能範囲と相手の取引成立の可能範囲のオー
バーラップ範囲が存在しない場合，取引の成立が不可能である．もしくは，
2 社の設定した希望取引価格の限界による取引成立の可能範囲が非常に狭い
場合において，取引成立に至るまでに提案の回数が多くない，交渉が長引く
傾向となり，取引成立の可能性が低下する． 
図 2-4 は希望取引条件（希望取引価格）の提案を示している．取引交渉を
図 2-4 部品メーカと製品メーカの希望取引条件の設定・提示 
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行う際に，製品メーカと部品メーカは決定した取引のスタート価格から相手
に譲歩しながら，希望取引価格を相手に提示する．そして，設定した希望取
引価格の上限や下限が取引成立の判断条件となり，相手の希望取引価格の提
案が設定した希望取引価格の上限や下限に入っていれば，相手の提案を受諾
し，取引を成立とする．  
製品メーカは希望取引価格の上限を損が最大となる価格とし，部品メーカ
は希望取引価格の下限を損が最大となる価格とする．最大の損失に対して，
各自が損をどのぐらい増やしても良いかを考慮し，次回の希望取引価格を決
定する．図 2-5は製品メーカの希望取引価格の上限による最大損失と 1回あ
たりの希望取引価格の提案による損失のことを示している． 
以上のように，力関係の弱い側の製品メーカは部品メーカの希望取引価格
を受諾せざるを得ないケースが多いため，製品メーカの損失感の極めて高い
取引価格が決定されてしまう結果となる[13]．そして，2社は各自の損得のみ
を考慮して希望取引価格の設定の意思決定を行うため，2 者の損失感の和が
小さい取引価格，つまり中央価格の近辺の価格が決定されない問題が発生し
図 2-5 次回の希望取引価格の設定 
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てしまう．  
 
製品メーカと部品メーカが持っている部品の市場価格の分布に従って，2
社の希望取引価格の限界の設定，スタート価格の決定と希望取引価格の譲歩
度合などの意思決定を表現した上，部品調達における交渉型取引方式のモデ
ル化を以下のように構築する．  
取引を行う前に，2 社は予想された部品の価格分布を用いて，取引成立の
希望確率によって，希望取引価格の上限や下限を決定する．市場の中央価格
を希望取引価格の上限や下限として設定する際の取引成立の確率は 50％と
なる．製品メーカは自分の希望取引価格の上限を市場の中央価格より高く設
定すると取引成立の確率が 50%より高くなるのに対して，希望取引価格の上
限を市場の中央価格より低く設定すると取引成立の確率が 50%より低くな
る．  
下記の図 2-6により，製品メーカは取引成立の希望確率に基づき，𝑠𝑚の面
積を決定することにより，希望取引価格の上限が決定される．つまり，𝑠𝑚の
図 2-6 製品メーカの希望取引価格の上限 
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面積がこの取引価格分布の中央価格より高い部分に占める割合と 50%の合
計は製品メーカの取引成立の希望確率となる．部品メーカの場合は逆となる．
従って，製品メーカの希望取引価格の上限と部品メーカの希望取引価格の下
限は以下の式(2-15)と式(2-17)により，算出することができる． 
 
𝐸𝑚 = ∫ 𝑓(𝑝)𝑑𝑝
𝑝𝑚𝑚𝑎𝑥
𝑝𝑚𝑖𝑛
                                                                                                      (2 − 15) 
 
式 (2-15)を展開し，以下の式(2-16)となる． 
𝑓′(𝑝𝑚𝑚𝑎𝑥) = 𝑓
′(𝑝𝑚𝑖𝑛) + 𝐸𝑚                                                                                         (2 − 16) 
 
𝐸𝑠 = ∫ 𝑓(𝑝)𝑑𝑝
𝑝𝑚𝑎𝑥
𝑝𝑠𝑚𝑖𝑛
                                                                                                           (2 − 17) 
 
式 (2-17)を展開し，以下の式(2-18)となる． 
𝑓′(𝑝𝑠𝑚𝑖𝑛) = 𝑓
′(𝑝𝑚𝑎𝑥) − 𝐸𝑠                                                                                            (2 − 18) 
 
記号 
𝑝𝑚𝑚𝑎𝑥：製品メーカの希望取引価格の上限 
𝑝𝑠𝑚𝑖𝑛：部品メーカの希望取引価格の下限 
𝐸𝑚：取引成立の希望確率（製品メーカ） 
𝐸𝑠：取引成立の希望確率（部品メーカ） 
𝑝𝑚𝑎𝑥：取引価格の最大値 
𝑝𝑚𝑖𝑛：取引価格の最小値 
𝑓(𝑝)：部品の市場価格の分布（本研究では，正規分布で表現する） 
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製品メーカと部品メーカは，設定した希望取引価格の限界に従って，提案
のスタート価格を決定する．図 2-7 により，製品メーカは設定した希望取引
価格の上限から得する側の価格分布の面積の半分となる価格を取引のスター
ト価格とする．つまり，得する側の価格分布の面積の半分となる価格による
利得は製品メーカの利得の期待値となる． 
従って，以下の式(2-19)と式(2-21)により，製品メーカと部品メーカの取引
のスタート価格を算出することができる．  
 
1
2
∫ 𝑓(𝑝)𝑑𝑝
𝑝𝑚𝑚𝑎𝑥
𝑝𝑚𝑖𝑛
− ∫ 𝑓(𝑝)𝑑𝑝
𝑝𝑚0
𝑝𝑚𝑖𝑛
= 0                                                                         (2 − 19)  
 
式 (2-19)を展開し，以下の式(2-20)となる． 
𝑓′(𝑝𝑚0) =
𝑓′(𝑝𝑚𝑚𝑎𝑥) − 𝑓
′(𝑝𝑚𝑖𝑛)
2
+ 𝑓′(𝑝𝑚𝑖𝑛)                                                          (2 − 20) 
図 2-7 製品メーカの取引のスタート価格の設定 
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1
2
∫ 𝑓(𝑝)𝑑𝑝
𝑝𝑚𝑎𝑥
𝑝𝑠𝑚𝑖𝑛
− ∫ 𝑓(𝑝)𝑑𝑝
𝑝𝑠0
𝑝𝑠𝑚𝑖𝑛
= 0                                                                           (2 − 21) 
 
式 (2-21)を展開し，以下の式(2-22)となる． 
𝑓′(𝑝𝑠0) =
𝑓′(𝑝𝑚𝑎𝑥) − 𝑓
′(𝑝𝑠𝑚𝑖𝑛)
2
+ 𝑓′(𝑝𝑠𝑚𝑖𝑛)                                                           (2 − 22) 
 
記号 
𝑝𝑚0：製品メーカの提案のスタート価格 
𝑝𝑠0：部品メーカの提案のスタート価格 
 
 決定された希望価格の限界と取引のスタート価格に従って，希望取引価格
の提案速度を決定する．希望取引価格の提案速度とは，提案の 1回あたりの
譲歩度合のことである．製品メーカと部品メーカは各々の希望提案回数の上
限により，1 回あたりの譲歩度合を決定することができる．従って，以下の
式(2-23)と式(2-25)により，希望提案回数の上限を𝑁とした場合の製品メーカ
と部品メーカの提案速度を算出することができる． 
 
1
𝑁
∫ 𝑓(𝑝)𝑑𝑝
𝑝𝑚𝑚𝑎𝑥
𝑝𝑚0
− ∫ 𝑓(𝑝)𝑑𝑝
𝑝𝑚𝑛
𝑝𝑚𝑛−1
= 0                                                                       (2 − 23) 
 
式 (2-23)を展開し，以下の式(2-24)となる． 
𝑓′(𝑝𝑚𝑛) =
𝑓′(𝑝𝑚𝑚𝑎𝑥) − 𝑓
′(𝑝𝑚0)
𝑁
+ 𝑓′(𝑝𝑚𝑛−1)                                                        (2 − 24) 
 
1
𝑁
∫ 𝑓(𝑝)𝑑𝑝
𝑝𝑠0
𝑝𝑠𝑚𝑖𝑛
− ∫ 𝑓(𝑝)𝑑𝑝
𝑝𝑠𝑛−1
𝑝𝑠𝑛
= 0                                                                          (2 − 25) 
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式 (2-25)を展開し，以下の式(2-26)となる． 
𝑓′(𝑝𝑠𝑛) = 𝑓
′(𝑝𝑠𝑛−1) −
𝑓′(𝑝𝑠0) − 𝑓
′(𝑝𝑠𝑚𝑖𝑛)
𝑁
                                                              (2 − 26) 
 
記号 
𝑝𝑚𝑛：製品メーカの第𝑛回の希望取引価格 
𝑝𝑚𝑛−1：製品メーカの第(𝑛 − 1)回の希望取引価格 
𝑝𝑠𝑛：部品メーカの第𝑛回の希望取引価格 
𝑝𝑠𝑛−1：部品メーカの第(𝑛 − 1)回の希望取引価格 
 
以下の 3 つの Step に従って，製品メーカと部品メーカの取引交渉が行わ
れる．初期の希望取引価格の限界の決定，取引交渉の進行（受諾判断，希望
取引条件の再設定）と取引成立可否の判断となる． 
 
Step1 初期の希望取引価格の決定 
 製品メーカと部品メーカは部品の市場価格の分布を用いて，取引成立の希
望確率に従って，希望取引価格の限界を設定する．設定された限界に基づき，
各自の初期の希望取引価格，つまり提案のスタート価格を決定し，希望取引
条件の提案速度を決定する．製品メーカが必要となる部品量を調達するため，
製品メーカが部品の調達予定量を部品メーカに伝達し，部品メーカが最初に
希望取引価格を製品メーカに提示する． 
 
Step2 取引交渉の進行 
1．受諾判断 
製品メーカは部品メーカから提示してくれた初期の希望取引価格に対して，
受諾するかどうかを判断する．つまり，設定していた希望取引価格の上限以
内に入っているかどうかを確認する．入っていれば，製品メーカの希望取引
価格の提案を受諾し，取引を成立とする．入っていなければ，製品メーカか
23 
 
ら部品メーカに希望取引価格を提示する． 
2．希望取引価格の再設定 
相手の提案が受諾できなければ，自分の希望取引価格を相手に提示する．
取引成立までに式(2-23)と式(2-26)に従い，交互に次回の希望取引価格を決定
し，相手に提示する． 
 
Step3 取引成立可否の判断 
お互いに相手の希望取引価格の提案に対して，片方が受諾できると判断し
た際に今回の取引を成立とする．受諾された価格に基づき，2 社間で部品の
取引を行う．また，製品販売の場合と同様に，2社の提案回数が𝑁回になって
も，まだ取引が成立できなければ，今回の取引を成立しないと判断する． 
 
下記の図 2-8 は製品メーカと部品メーカ間の交渉型取引のフローを示して
いる．製品メーカは 2社の力の弱い方となるため，部品メーカは製品メーカ
から提示される取引価格を受諾することがほとんどない． 
  
図 2-8 製品メーカと部品メーカ間の交渉型取引方式のフロー 
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2.2 従来研究 
 
1．ダブルマージナリゼーション現象に関する従来研究 
サプライチェーン上の上流企業と下流企業の 2社が取引量と取引価格を決
定する際に，お互いに自社のマージンを増やそうと取引価格と取引量の交渉
を行うことにより，取引が成立した際の取引量は最大収益となる販売量と販
売価格から離れてしまい，製品販売における収益は 1社の場合の独占収益よ
りも低くなってしまう．この現象をダブルマージナリゼーションという
[14][15]．ダブルマージナリゼーションは情報の非対称性，つまり販社が需要
情報を持っているのに対して製品メーカが需要情報を持っていないこと，ま
た全体収益を考慮せずに交渉を行うことが主な原因で発生する．J. Speng-
ler[14]をはじめ，Badasyan ら[16]や Y. Durham[17]など多数の研究はこの
現象を議論していた．  
上記の収益（売上）の問題に対して，取引交渉を行う際に，収益ではなく，
コストを控除した利益を考慮する場合は一般的である．利益を考慮する場合
でも，2 社の合計利益は 1 社の場合の利益より低くなってしまうことも議論
されていた．松林[18]は小売に交渉の主導権を与えることによるダブルマー
ジナリゼーション現象の緩和効果に関する解析を行う際にコスト関数を考慮
して，2 社の合計利益が最大利益より低下する問題を確認していた．しかし
ながら，解析の都合上により，生産量の 2乗に比例したコスト関数による解
析を行った．本研究の対象とする電子機器製品を生産する際に，生産量が増
えることによって単位コストが減るといった量産効果があるため，固定費と
変動費の構造でコスト関数を設定する必要がある．  
また，ダブルマージナリゼーション現象の解消方法に関して，取引交渉を
行う際に需要情報を共有することで，2 社は合計収益の最大値を求めてから
収益配分を考慮することにより，ダブルマージナリゼーション現象の解決が
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可能と述べられている．S.C.Choi[19]と P.Majumder ら[20]は取引交渉の場
面において，正確な需要情報を持っている小売に交渉の主導権を持たせるこ
とによって，ダブルマージナリゼーション現象の解決に対する有効性を検証
した．しかし，独立な 2社であるため，完全に交渉の主導権を相手に持たせ
ることが現実的なことではない．  
Zhongsheng Huaら[21]は自動車業界で販社と製品メーカの 2段階サプラ
イチェーンを対象として，ゲーム理論を用いて取引価格と取引量を決定する
問題を考え，製品メーカと販社の合計利益の最大化を目的とした協調システ
ムを提案した．協調した場合と協調しない場合を比較し，協調した場合のほ
うが両者の合計利益が向上していることを示している．この研究では，協調
した場合において，製品の需要情報，製品メーカと販社のコスト情報などす
べての情報をプレイヤ間で共有するものとしている．そして，獲得できる最
大利益において，2 社間でどのように利益を配分するかということにも言及
しており，サプライチェーンメンバーの提供する情報の価値に応じた貢献度
によってチャネル全体の利益分配に関する方法を提案した．この研究と同様
に，2 社が協力して全体収益が最大となる取引量を決定してから，決定され
た取引量に基づいて価格交渉によって取引価格を決定するといった 2段階の
意思決定方法に言及している研究は多数ある[22][23]． しかし，このような
2 段階の意思決定方法にしたとしても，2 社はどのように協力して全体収益
が最大となる取引量（販売量）と販売価格を決定するかが検討されていない．
また，具体的にどのように取引価格を決定するかといった交渉方法も議論さ
れていない． 
 
2．取引価格の交渉に関する従来研究 
人間は損得に対して，「リグレット」の感情的な要因が存在する．そのリグ
レットは意思決定に大きく影響することが明らかにされた[24][25][26]．行動
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経済学のプロスペクト理論では，行動の結果に対する評価は心理学的な原点
である参照点からの乖離量からなされ，意思決定者は利得あるいは損失のい
ずれかとして，行動の結果を評価することとなる[27][28]．従って，人間は損
得が表されるリグレットの計算によって，取引価格を評価する必要がある． 
図 2-9 は製品メーカと部品メーカのプロスペクト関数を示している．参照
点は市場の中央価格となり，左側は中央価格より低くなる方向となり，右側
は中央価格より高くなる方向となる．プロスペクト理論により，一般的に，
人間は利得と損失に対する感覚を比較すると，同程度の利得よりも損失のほ
うを相対的に大きく評価しがちである[29]．従って，市場の中央価格より，
取引価格が高く決定されることと低く決定されることが同じ確率で発生した
としても，損失感覚が大きい．つまり，市場の中央価格を参照点として，製
品メーカと部品メーカは自分の提案のスタート価格と市場の中央価格の距離
と比べ，希望取引価格の限界と市場の中央価格の距離が小さい． 
さらに，図 2-9の 2社のプロスペクト関数により，取引価格が市場の中央
価格から離れるほど，片方のプラスリグレット（損失感覚）ともう片方のマ
図 2-9 プロスペクト関数（左：製品メーカ，右：部品メーカ） 
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イナスリグレット（利得感覚）のリグレット和が大きくなる．従って，取引
価格による 2 社のリグレットの和を確認し，2 社のリグレットの和が小さく
なることを意識しながら，希望取引価格を設定する必要がある． 
 
3．協力ゲームに関する従来研究 
本研究の対象とする交渉型取引方式では，2 社が自分の損得のみを考慮し
て希望取引条件の意思決定を行うため，2 社間の非協力ゲームとして考えら
れる．ゲーム理論により，非協力ゲームとは，ゲームの参加者たちが各々の
目標を持ち，その目標に達成するために各自に合理的な意思決定を行い，そ
れに従った行動を実行することである．また，ゲームの参加者間では，コミ
ュニケーションを取らず，拘束力のある合意ができないという特徴がある．
代表的な事例としては，「囚人のジレンマ」や「チキン・ゲーム」などがある
[30][31]．非協力ゲームに対して，協力ゲームの場合において，ゲームの参加
者は話し合いによって拘束力のある合意が可能となる．参加者はこの合意に
従って，行動の意思決定を行う．ゲーム参加者は行動する前に，全員にとっ
て利得の和が最大となる目標を実現することに対してゲーム参加者が提携し，
得られる利得や便益をゲーム参加者間で分配する．交渉型取引方式の問題を
解決するために，協力ゲームのように取引の参加者は協力して行動の意思決
定を行う必要がある． 
協力ゲームに関する従来研究のほとんどは，複数の参加者が共通利得を求
める時に起こる利得や便益の分配をどのように分配した方が良いか，もしく
はどう分配すべきかを中心に議論している[32]．つまり，2社にとって利得の
和が最大となる目標が実現されていることを前提として，利得や便益の分配
問題を取扱っている．しかし，2 社にとって利得の和が最大となる目標に対
して，ゲームの参加者はどのように協力するか，また協力することにより 2
社にとって利得の和が最大となる目標の達成ができるかということに関して
は検討されていなかった． 
 そこで，本研究では，取引の参加者間の協力ゲームができるように，新た
な取引方式を提案する．そして，取引の参加者間の協力行動を取ることによ
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り，非協力ゲームとなる交渉型取引方式の取引条件の決定問題に対する改善
効果を明らかにする． 
 
  
29 
 
2.3 協調型取引方式の基本設計 
 
2.3.1 協調型取引方式の概念 
 
前節で説明した取引参加者の 2社間の協力ゲームを実現するため，協調型
取引方式を提案する． 
協調型取引方式とは，取引の参加者は同時に相手の提案に遠ざからない方
向で希望取引条件を提示し，2 社の希望取引条件がある範囲までに近づいた
ら取引を成立とする方式である．そして，2 社は希望取引条件を提示する際
に事前に合意した協力事項に従って，各自が希望取引条件を決定する．協力
事項は希望取引条件の決定の制約となる．例えば，製品販売の場合において，
取引量を全体利益が増加する方向，尚且つ取引価格を 2社の納得できる利益
配分比との差が縮小する方向で希望取引条件を修正する．また，部品調達の
場合において，2 社の損得の差が小さくなる方向で希望取引価格を修正する
などといった制約条件である． 
図 2-10 協調型取引方式のコンセプト 
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図 2-10 は協調型取引方式のコンセプトを示している．プレイヤ A とプレ
イヤ Bは事前に合意した協力事項に基づき，同時に各自の希望取引条件を提
示する．2 社の提案した希望取引条件の距離によって，取引成立の可否を判
断する．取引の成立ができなければ，2 社が今回の取引を終了するかどうか
という判断を行う．終了しなければ，2 社はまた同時に各自の希望取引条件
を提示する．終了の判断を行った場合，取引が決裂となる． 
協調型取引方式により，相手の希望取引条件の提案に対する受諾判断のプ
ロセスが行われなく，2社の希望取引条件が近づいたら取引成立とするため，
決定された取引条件による 2社の損得の偏りが緩和される．そして，合意し
た協力事項に基づいて希望取引条件を修正するため，2 社にとって良い（利
得の和が最大，もしくは損失の差が最小）取引条件が決定される可能性が高
くなると考えられる． 
 
2.3.2 コーディネータによる協調型取引方式の強化 
 
交渉型取引方式に比べ，2 社の協力ゲームを実現することが可能となる協
調型取引方式の優位性について述べたが，協調型取引方式による取引条件を
決定することにしたとしても，まだ不十分さがある．製品販売と部品調達の
それぞれの場面において，協調型取引方式の問題を説明する． 
 
＜製品販売における協調型取引方式の問題＞ 
製品メーカと販社は 2社の合計利益が最大となる取引量尚且つ 2社が納得
できる利益配分となる取引価格を決定するため，各自の希望取引量と希望取
引価格を提示する際に，「取引量を合計利益が増加する方向で改善する」，そ
して「取引価格を定められた利益配分比との差が縮小する方向で改善する」
といった協力事項に従う． 
しかしながら，相手の希望取引条件の提案に遠ざからない方向を前提とし
て，合意した協力事項に従って希望取引条件を提案しても，希望取引条件の
設定は各自の意思決定に従って行うため，以下のような問題が発生すると考
えられる． 
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【問題①】 
図 2-11 に示したように，製品メーカと販社の 2 社ともに希望取引条件の
改善提案を積極的に行う場合において，協力事項の最終取引条件に至る前に
2 社の希望取引条件が定められた範囲までに近づいたため，取引成立と判断
してしまう問題がある．つまり，協力事項の最終取引条件から大きく離れた
取引条件が決定されることとなる． 
 
【問題②】 
下記の図 2-12 に示したように，協力事項に従って希望取引条件を改善す
る際に製品メーカと販社の 2社ともに希望取引条件の改善は協力事項の最終
取引条件に至るまでの最短距離に従わない．提案改善の度合が同じの場合に
おいて，最終取引条件までに直線的に希望取引条件を改善することに比べて，
提案回数が多くなるといった問題が考えられる． 
 
 
図 2-11 最終取引条件から大きく離れた取引条件が決定される問題 
32 
 
この 2 点の問題を解決するため，製品メーカと販社のそれぞれに対して，
協力事項の最終取引条件を提案改善の終着点として設定し，そして設定した
提案の終着点までにより効率的に 2社の希望取引条件の提案進行を管理する
ことが可能となる取引サポートの仕組みが必要となる． 
 
＜部品調達における協調型取引方式の問題＞ 
一方，製品メーカと部品メーカは各自の希望取引価格を提示する際に，「取
引価格を 2社の損得の差が小さくなる方向で改善する」といった協力事項に
従って希望取引価格を設定する．しかしながら，希望取引条件の設定は各自
の意思決定に従って行うため，製品販売の場合と同じように，以下のような
問題が考えられる． 
 
【問題①】 
図 2-13に示したように，製品メーカと部品メーカの両方，もしくはそのう
ちの片方は提案回数が多くなることによる取引成立しないリスクを抑えるた
図 2-12 取引成立に至るまでの提案回数が多い問題 
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め，希望取引価格の改善を積極的に行う場合，協力事項の最終取引価格から
大きく離れた価格が決定されてしまう問題がある．  
図 2-13 協力事項の最終取引価格から離れた取引価格が決定される問題 
図 2-14 取引成立に至るまでの提案回数が多い問題 
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【問題②】 
図 2-14 に示したように，製品メーカと販社の 2 社ともに希望取引価格の
改善を積極的に行わないため，提案の改善が小刻みとなり，協力事項の最終
取引価格の近辺の価格が決定されるが，取引成立に至るまでの提案回数が多
くなる． 
 
この 2点の問題を解決するため，製品販売と同様に，製品メーカと部品メ
ーカそれぞれに対して，協力事項の最終取引価格を提案改善の終着点として
設定し，そして設定した提案の終着点までにより効率的に 2社の希望取引価
格の提案進行を管理することが可能となる取引サポートの仕組みが必要とな
る． 
以上のことを纏めると，交渉型取引方式を協調型取引方式に変更したとし
ても，2 社の協力事項の最終取引条件から大きく離れた取引条件が決定され
る問題と取引成立に至るまでの提案回数が多い問題がある． 
 
このような問題を解決するため，本研究では，コーディネータを介した協
調型取引方式を提案する．取引を行う際に，以下の 2点を実現するため，取
引参加者の 2社の間に取引のコーディネータを設置する． 
（１）コーディネータは取引参加者の希望取引条件の提案を取得しながら，
取引参加者のそれぞれの提案改善の終着点となる取引条件を設定する．  
（２）コーディネータは取引参加者が希望取引条件を提案する度に，設定し
た提案改善の終着点となる取引条件に基づいて提案改善のガイド情報を生成
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し，2社に提示する．  
上記の図 2-15 はコーディネータを介した協調型取引方式のコンセプトを
示している．コーディネータからの提案改善のガイド情報および事前に合意
した協力事項に従って，取引参加者となるプレイヤ A とプレイヤ B は同時
に各自の希望取引条件をコーディネータに提示する．そして，コーディネー
タは 2社の希望取引条件の改善進捗を確認しながら，提案改善の終着点とな
図 2-15 コーディネータを介した協調型取引方式のコンセプト 
図 2-16 コーディネータの処理プロセス 
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る取引条件を更新し，2 社に提示する提案改善のガイド情報を繰り返して更
新する．2 社の希望取引条件はこの提案改善の終着点からある範囲以内に入
ったら取引を成立とし，その時の提案改善の終着点を 2社の取引条件とする．
また，2社の提案改善の回数は N回になっても，まだ取引成立ができなけれ
ば，コーディネータは取引が成立しないと判断する．そして，図 2-16 によ
り，コーディネータの処理プロセスが示されている． 
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第 3章 製品販売における協調型取引方式の設計 
 
本章では，2 章で述べたコーディネータを介した協調型取引方式のコンセ
プトに基づき，製品メーカと販社の製品取引におけるコーディネータの機能
および機能を実現するための課題を詳細に説明する．そして，製品販売にお
けるコーディネータを介した協調型取引方式による取引手順を説明した上，
提案する取引方式の性能検証の結果を示す． 
 
3.1 コーディネータの提案ガイド機能の開発 
 
製品メーカと販社間の協調型取引において，以下の問題点を解消すること
を目的とし，2 社の間にコーディネータを設置し，希望取引条件の提案進行
をサポートする． 
 
（1）協力事項の最終取引条件に到達する前に取引が成立してしまうこと 
（2）取引成立に至るまでの提案回数が多いこと 
 
上記の問題点を解決するため，2 社の提案改善の終着点となる取引条件を
見積もった上，提案改善の終着点となる取引条件に向かって効率的な改善が
可能となる提案のガイド情報を生成する必要がある． 
協力事項の最終取引条件（合計利益が最大となる取引量尚且つ 2社が納得
できる利益配分となる取引価格）に近い取引条件を決定することが望ましい．
コーディネータは 2社の提案改善の終着点を見積もる際に，なるべく協力事
項の最終取引条件に近づくように設定するため，最終取引条件をより正確に
予測する必要がある．図 3-1は 2社の提案改善の終着点と協力事項の最終取
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引条件を示している． 
従って，最終取引条件を求めるため，2 社の納得できる利益配分比と需要
情報（𝑃𝑄曲線）のほか，2社のコスト情報が必要となる．取引する前に，コ
ーディネータは取引参加者の 2社から 2社の納得できる利益配分比と需要情
報（𝑃𝑄曲線）を直接に獲得できる．しかし，製品メーカの生産コストや販社
の販売コストといった企業の機密情報は他者に開示することが難しい．
Henk Ak-keramansら[33]は，需要予測情報と計画情報を共有することは簡
単であるがそれ以上の情報を共有するには多大な努力が必要になると指摘し
ている．また，すべての情報を共有して意思決定を行う仕組みを構築するに
は，限定された経営環境でしか実現できないことを Christoho shneeweissら
[34]や Gregor Dudek ら[35]が示している．そのため，最終取引条件を求め
るため，コーディネータは 2社のコスト情報を推定する必要がある．コスト
情報の推定方法については 3.2節で詳細に説明する．コーディネータは 2社
の納得できる利益配分比，𝑃𝑄曲線と推定した 2社のコスト情報を用いて，仮
の最終取引条件を求める．図 3-2は仮の最終取引条件，つまり 2社の希望取
引条件の提案改善の終着点を示している．従来研究の 2段階の意思決定方法
図 3-1 提案の終着点と協力事項の最終取引条件 
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に従って，コーディネータは𝑃𝑄曲線と 2社の合計コスト関数により，合計利
益が最大となる販売量𝑞1を決定する．そして，販売量𝑞1で得られる利益と 2
社の納得できる利益配分比により，取引価格𝑤1を決定する． 
 
下記の式(3-1)から式(3-5)までは，仮の最終取引条件の導出過程を示してい
る． 
 
【𝑃𝑄曲線】 
𝑞 = −𝑎𝑝 + 𝑏  (𝑎, 𝑏は非負定数)                                                                                  (3 − 1)  
  
【推定した初期の合計コスト関数𝐶𝑡1】 
𝑞𝑇 = −2𝑎𝑐𝑡 + 𝑏                                                                                                                   (3 − 2) 
（𝑐𝑡は推定した製品の単位あたりの生産コストと単位あたりの販売コストの
図 3-2 希望取引条件の提案改善の終着点の見積もり 
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合計値） 
 
【仮の最終取引条件】 
𝑃𝑄曲線の式(3-1)と初期の合計コスト関数の式(3-2)を用いて，製品メーカ
と販社の合計利益が最大となる取引量を算出する．従って，2 社の全体利益
が以下のように表現される． 
 
2社の全体利益： 
𝜋 =  (𝑝 − 𝑐𝑡)𝑞𝑇                                                                                                                    (3 − 3) 
 
式(3-1)と式(3-2)を𝑞𝑇で表現し，式(3-3)に代入する． 𝑞𝑇に対して微分を行い，
取引量が導出される．そして，製品メーカと販社の合意した利益配分比によ
り，取引価格が算出される．  
 
仮の最終取引条件： 
取引量： 
𝑞𝑇1 = 𝑏/2                                                                                                                              (3 − 4) 
取引価格： 
𝑤1 = (−2𝑎
2 + 4𝑎 + 1)𝑏/8𝑎                                                                                            (3 − 5) 
 
記号 
𝑞：製品の販売量 
𝑝：製品の販売価格 
𝑎：𝑃𝑄曲線の傾き 
𝑏：𝑃𝑄曲線の切片 
𝑞𝑇：取引量（𝑞𝑇 = 𝑞） 
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求められた仮の最終取引条件を 2社の希望取引条件の提案改善の終着点と
する．この場合の製品メーカと販社の提案改善の終着点は同じである．  
そして，2 社に初期の希望取引条件から提案改善の終着点までに効率的に
提案を改善してもらうため，提案改善の方向を提示した上，提案改善の速度
に対する制約条件を与える必要がある．まず，提案改善の方向に関して，2.3
節で述べた提案回数の多い問題が発生しないように，直線的に 2社の希望取
引条件をガイドする．従って，2 社の初期の希望取引条件から 2 社の提案改
善の終着点までの最短距離となるベクトルを生成し，その提案改善の終着点
とそれぞれのベクトルを 2社に提示する．そして，ベクトル上の全ての取引
条件を提案改善の候補条件として，2 社に希望取引条件の改善を求める．下
記の図 3-3 は，コーディネータが販社と製品メーカに提示する希望取引条件
の改善方向を示している． 
コーディネータは 2 社に希望取引条件の改善方向を提示した上，さらに，
改善速度を大きくさせるため，改善速度に対する制約条件を 2 社に与える．
図 3-3 販社と製品メーカへの希望取引条件の改善方向 
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提示された希望取引条件の改善方向に基づき，改善度合いが最大となる取引
条件を次回の希望取引条件とする．つまり，製品メーカと販社は今回の希望
取引条件による自社の利益に比べて次回の希望取引条件による利益が増加す
ることを前提として，提示されたそれぞれのベクトルを用いて，ベクトル上
の提案改善の候補となる取引条件の中で提案改善の終着点との距離が一番近
い取引条件を次回の希望取引条件とする． 
コーディネータは 2社の希望取引条件の進捗を確認し，取引成立可否の判
断を行う．与えられた改善の方向となるベクトルに基づいて 2社の希望取引
条件の改善が出来なくなった際に，2 社の希望取引条件によって，取引成立
可否の判断を行う．2社の第𝑛回の希望取引条件が取引成立の許容範囲に入っ
ていれば，取引が成立すると判断し，コーディネータが見積もった第𝑛回の提
案改善の終着点となる取引条件を成立した際の取引条件とする．それ以外の
場合は取引が成立できないと判断する． 
図 3-4 は取引成立の許容範囲を示している．取引成立可否の判断のための
許容範囲とは，提案の終着点となる取引条件から半径𝛼の範囲のこととなる．
図 3-4 取引成立の許容範囲による取引成立可否の判断 
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この𝛼の値は協調型取引方式のコンセプトを述べた際に，取引成立可否の判
断条件として，「2社の希望取引条件がある範囲までに近づいたら取引成立と
する」という範囲と同じになる．取引する前に，2社が許容範囲となる半径𝛼
の値に合意する必要がある． 
 従って，このような提案ガイド機能の開発にあたって，以下の 2つの課題
がある． 
 
（1）取引条件の終着点を求めるために， 2社のコスト情報を推定すること 
（2）2社は各自の利益を強く求めて初期の希望取引案を提示することにより，
これ以上の提案改善の余地が存在しない場合が考えられる．コーディネータ
から与えられた希望取引条件の改善方向に基づき，2 社ともに希望取引条件
を改善することができないため，取引の成立ができない．この問題を解決す
るために，取引する前に 2社に初期の希望取引条件の設定に対する許容範囲
を与えること 
 
 以下の 3.2 節と 3.3 節は提案ガイド機能開発の課題となるコスト情報の推
定方法と初期希望取引条件の許容範囲の設定について述べる． 
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3.2 コスト関数の推定 
 
本研究では，2 社の決算情報と過去の取引実績から初期コスト関数を推定
し，2 社の希望取引案の提案の進捗を確認しながら，設定した初期コスト関
数から精度の高いコスト関数を更新する推定方法を提案する．製品メーカの
生産コストの推定方法と販社の販売コストの推定方法は同じであるため，こ
こでは，製品メーカの生産コストの推定方法について詳細に説明する．  
 
＜初期コスト関数の推定＞ 
コーディネータは製品メーカの過去 2期の取引量の実績データ，そして過
去 2期の決算情報から営業費用のデータを取得する．営業費用の変化量と取
引量の変化量により，次期の製品メーカの変動費を推定することができる．
変動費は操業度に比例して発生する費用であるため，営業費用の変化量分取
引量の変化量は単位あたりの変動費となる．そして，前期の営業費用から前
期の変動費の総額によって，製品メーカの固定費を推定することできる．従
図 3-5 製品メーカの初期コスト関数の推定 
45 
 
って，変動費と固定費により，次期の製品メーカの生産コスト関数が推定さ
れる． 
本研究では，過去の決算情報と過去の取引実績に従って，初期のコスト関
数を推定することにするが，実際にコスト関数を推定する際により正確に推
定するため，決算情報や取引実績データのほか，2 社の変動費と固定費に対
して調査や分析を行う必要がある．図 3-5 は推定した製品メーカの初期コス
ト関数を示している． 
 
＜コスト関数の更新＞ 
コーディネータは製品メーカと販社の希望取引条件の提案を確認し，提案
の改善が発生する場合においては，推定した初期のコスト関数から繰り返し
て，コスト関数の更新を行う． 
2 社の更新された希望取引条件による利益が前回の希望取引条件による利
益よりも低くならないといった改善速度に対する制約条件に従って，2 社の
それぞれの新たなコスト関数の傾きの限界を算出する．つまり，提案①によ
図 3-6 2社の提案改善によるコスト関数更新のイメージ図 
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る利益に比べて提案②による利益のほうが大きいという関係により，2 社の
コスト関数の傾きを修正することとなる．図 3-6は 2社の希望取引条件の改
善（提案①に対して改善した希望取引条件は提案②となる）によるコスト関
数の更新を示している． 
 
下記の式(3-6)から式(3-9)までは製品メーカの場合の生産コスト関数の更
新過程を示している． 
 
推定した初期の製品メーカの生産コスト関数： 
（製品メーカの生産コスト上の前回取引量を通った切線） 
𝑐𝑚1 = (𝑏𝑚1 − 𝑞)/𝑎𝑚1                                                                                                        (3 − 6) 
 
固定費の関数： 
𝑐𝑓𝑚 = 𝑏𝑚𝑛/𝑎𝑚𝑛                                                                                                                    (3 − 7) 
 
𝑝𝑟𝑜𝑓𝑖𝑡(提案②) ≥ 𝑝𝑟𝑜𝑓𝑖𝑡(提案①)の条件により， 
𝑤𝑚2𝑞𝑚2 − 𝑐𝑚2𝑞𝑚2 ≥ 𝑤𝑚1𝑞𝑚1 − 𝑐𝑚1𝑞𝑚1                                                                     (3 − 8) 
 
式(3-6)と式(3-7)を式(3-8)に代入し，以下の式(3-9)が導出される．  
𝑎𝑚2 ≤ 𝑞𝑚2/(
𝑤𝑚1𝑞𝑚1
𝑞𝑚2
+
𝑞𝑚1
𝑎𝑚1
− 𝑤𝑚2)                                                                             (3 − 9) 
 
記号 
𝑎𝑚1:初期コスト関数の傾き 
𝑎𝑚2:新コスト関数の傾き 
𝑐𝑚𝑓:固定費 
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𝑏𝑚1:初期コスト関数の切片 
𝑏𝑚2:新コスト関数の切片 
𝑐𝑚2:新コスト関数 
 
従って， 𝑎𝑚2の上限が算されることにより，新たなコスト関数𝑐𝑚2を生成す
ることができる．  
そして，販社の販売コスト関数も同じように推定した初期の販売コストか
ら更新する．製品メーカの生産コスト関数と販社の販売コスト関数を足して，
新たな合計コスト関数を生成する．コーディネータは 2 社のうちに，最低 1
社の提案が改善される場合に 2 社の合計コスト関数を更新する．図 3-7 は 2
社のコスト関数の更新により， 2社の合計コスト関数の傾きを修正すること
を示している． 
 2 社の希望取引条件の改善に従って，コーディネータは 2 社の合計コスト
関数を繰り返して更新することにより，推定した初期の合計コスト関数から
実際の合計コスト関数に近いものまでに修正することが可能となる．従って，
図3-7 2社の合計コスト関数の更新 
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合計コスト関数の更新により，提案改善の終着点となる取引条件も協力事項
の最終取引条件に近づくことが可能となる． 
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3.3 初期提案の範囲指定 
 
製品メーカと販社の 2社ともに自社の利益をなるべく多く確保しようと考
え，提案改善の終着点となる取引条件までの改善余地がない取引条件を初期
希望取引条件として設定した場合において，希望取引条件の改善ができない
ことによる取引決裂が発生してしまう． 
このようなことを回避するために，コーディネータは 2社に対して提案改
善の終着点となる取引条件までの改善が可能となる初期の希望取引条件の許
容範囲を設定する必要がある． 
𝑃𝑄曲線および見積もった提案の終着点となる取引条件を用いて，製品メー
カと販社の初期の希望取引条件の許容範囲を設定する．まず，製品メーカの
場合について説明する．製品メーカの利益関数は以下の式(3-10)となる． 
 
𝜋𝑚 = (𝑤𝑇 − 𝑐𝑚(𝑞𝑚))𝑞𝑚                    (3 − 10) 
 
式(3-10)により，製品メーカの利益𝜋𝑚の増加する方向を明らかにすること
により，製品メーカの初期の希望取引条件の許容範囲を設定することができ
る．𝑐𝑚(𝑞𝑚)は製品メーカの生産コストとなり，固定費が含まれているため，
𝑞𝑚の値が高くなると𝑐𝑚(𝑞𝑚)の値が低下する． 
従って，まず取引価格 𝑤𝑇と取引量𝑞𝑚両方が高くなることにより，製品メー
カの利益𝜋𝑚が高くなることがわかる．また，取引価格𝑤𝑇の増加速度が𝑐𝑚(𝑞𝑚)
の増加速度より高ければ，製品メーカの利益𝜋𝑚が高くなる可能性も考えられ
る．取引量𝑞𝑚の減少による𝑐𝑚(𝑞𝑚)の値の増加速度は製品メーカの生産コスト
の傾きの大きさとなるため，製品メーカの生産コストの傾きより低い範囲を
製品メーカの初期の希望取引条件の範囲として設定する必要がある．    
以上のことを纏めると，図 3-8 に示すように，製品メーカの初期の希望取
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引条件の許容範囲を設定することができる． 
そして，販社の初期の希望取引条件の許容範囲について説明する．販社の
利益関数は以下の式(3-11)となる． 
 
 𝜋𝑟 = (𝑃(𝑞𝑟) − 𝑤𝑇 − 𝑐𝑟(𝑞𝑟))𝑞𝑟                        (3 − 11) 
 
製品メーカの場合と同様に，式(3-11)により，販社の利益𝜋𝑟の増加する方向
を明らかにすることにより，販社の初期の希望取引条件の許容範囲を設定す
ることができる．𝑐𝑟(𝑞𝑟)は販社の販売コストとなり，固定費が含まれているた
め，𝑞𝑟の値が高くなると𝑐𝑟(𝑞𝑟)の値が低下する．また，𝑃(𝑞𝑟)は𝑃𝑄曲線の関数
であり，𝑞𝑟の値が高くなると𝑃(𝑞𝑟)の値が低下する． 
従って，まず取引価格 𝑤𝑇が低くなることにより，販社の利益𝜋𝑟が高くなる
ことがわかる．また，𝑃(𝑞𝑟)の値の増加速度が𝑐𝑟(𝑞𝑟)の値の増加速度より高け
れば，販社の利益𝜋𝑟が高くなることもわかる．さらに，𝑃(𝑞𝑟)の値の減少速度
が𝑐𝑟(𝑞𝑟)の値の減少速度より低ければ，販社の利益𝜋𝑟が高くなる可能性も考
図 3-8 製品メーカの初期の希望取引条件の許容範囲 
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えられる．つまり，取引量𝑞𝑟が提案の終着点となる取引量より高ければ，𝑃(𝑞𝑟)
の傾きが𝑐𝑟(𝑞𝑟)の傾きより小さい範囲を販社の初期の希望取引条件の範囲と
して設定する必要がある．また取引量𝑞𝑟が提案の終着点となる取引量より低
ければ，𝑃(𝑞𝑟)の傾きが𝑐𝑟(𝑞𝑟)の傾きより大きい範囲を販社の初期の希望取引
条件の範囲として設定する必要がある．従って，図 3-9 により，販社の初期
の希望取引条件の許容範囲が示されている． 
しかし，図 3-9 に示している販社の初期の希望取引条件の許容範囲のうち
に，下の範囲（取引量𝑞𝑟が提案改善の終着点となる取引量より低い場合の範
囲）から初期希望取引条件を設定する場合，販社は提案改善の終着点となる
取引条件に向かって希望取引条件を改善する際に，希望取引条件の提案が上
の範囲（取引量𝑞𝑟が提案改善の終着点となる取引量より高い場合の範囲）と
下の範囲（取引量𝑞𝑟が提案改善の終着点となる取引量より低い場合の範囲）
の間に入る可能性がある．それにより，これ以上の改善ができなくなること
が考えられる．つまり，希望取引条件が上の範囲と下の範囲の間に入った場
合，提案改善の終着点となる取引条件までに販社の利益が減少する傾向とな
図 3-9 販社の初期の希望取引条件の許容範囲 
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る． 
このような問題を解消するため，図 3-9 に示した販社の初期希望取引条件
の許容範囲の下の範囲を初期希望取引条件の許容範囲から削除し，販社の初
期の希望取引条件の許容範囲を決定する．従って，図 3-10により，改定した
販社の初期の希望取引条件の許容範囲が示されている． 
取引スタートの前に，コーディネータは製品メーカと販社の初期の希望取
引条件の許容範囲を 2 社に提示する．そして，2 社は与えられた許容範囲に
基づき，各自の意思決定によって初期の希望取引条件を決定する．  
 
  
図 3-10 改定した販社の初期の希望取引条件の許容範囲 
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3.4 設計したコーディネータの性能確認 
 
この節は提案するコーディネータを介した協調型取引方式により，製品メ
ーカ，販社およびコーディネータのそれぞれの行動手順を説明した上，数値
実験によって，コーディネータの性能を確認する． 
 
＜取引の行動手順＞ 
取引の準備段階において，製品メーカと販社は 2社の納得できる利益配分
および 2社の取引成立可否を判断するための許容範囲に対して，事前に合意
する必要がある．そして，コーディネータは今回の取引の対象となる製品の
需要情報（𝑃𝑄曲線）を販社から入手する． 
 
製品メーカ，販社およびコーディネータは以下の手順に従って取引を行う． 
Step1 提案改善の終着点となる取引条件の見積もり（コーディネータ） 
コーディネータは決算情報と過去の取引実績に従って，取引参加者となる
製品メーカと販社の 2社の初期のコスト関数を推定する．推定した 2社の初
期のコスト関数から初期の合計コスト関数を求め，初期の合計コスト関数と
 𝑃𝑄曲線の関数を用いて，2社の提案改善の終着点となる取引条件を見積もる． 
 
Step2 初期の希望取引条件の許容範囲の提示（コーディネータ） 
Step1によって，算出された提案改善の終着点となる取引条件，𝑃𝑄曲線の
関数と 2社の初期のコスト関数を用いて，製品メーカと販社の初期の希望取
引条件の許容範囲を設定し，2社に提示する． 
 
Step3 初期の希望取引条件の決定（製品メーカと販社） 
コーディネータから提示された初期の希望取引条件の許容範囲に基づき，
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製品メーカと販社は各自の初期の希望取引条件を決定し，コーディネータに
提示する． 
 
Step4 提案改善の方向指定（コーディネータ） 
コーディネータは製品メーカと販社の初期の希望取引条件の提案を受取る．
2 社の提案改善の終着点となる取引条件を用いて，各々の希望取引条件から
2 社の提案改善の終着点までにそれぞれのベクトルを生成し，それぞれのベ
クトルと提案改善の終着点を製品メーカと販社に提示する． 
 
Step5 提案の改善（製品メーカと販社） 
製品メーカと販社はコーディネータから受け取った提案改善のベクトルに
より，自社の利益が増加することを前提として，ベクトル上の候補となる取
引条件の中で提案改善の終着点に一番近い取引条件を決定し，コーディネー
タに提示する．  
 
Step6 提案の終着点となる取引条件の更新（コーディネータ） 
コーディネータは製品メーカと販社から改善された希望取引条件を受取り，
2 社の希望取引条件が前の希望取引条件と異なると判断した際に，推定した
2社それぞれの初期コスト関数を更新し，初期の合計コスト関数を更新する．
更新した 2社の合計コスト関数から新たな提案改善の終着点となる取引条件
を見積もり，Step3 に戻る． 
また，2社の希望取引条件が前の希望取引条件と一致する場合においては，
コーディネータはこれ以上の改善ができないと判断し，Step7に移る． 
 
Step7 取引成立可否の判断と取引結果の通知（コーディネータ） 
コーディネータは製品メーカと販社のそれぞれの新たな希望取引条件と前
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の希望取引条件が同じと判断した時に，コーディネータの提案改善のガイド
が終了する．その時に，2 社の希望取引条件により，取引成立可否の判断を
行う．取引成立が可能であれば，その時の提案改善の終着点となる取引条件
を取引条件とし，2 社に通知する．取引成立が可能でなければ，取引が成立
しないという結果を 2社に通知する． 
 
＜コーディネータの性能確認＞ 
提案するコーディネータを介した協調型取引方式の動作および性能を確認
するため，実験パラメータを設定し，数値実験を行う．提案する協調型取引
方式の性能確認の項目としては，以下の 2点となる． 
  
（1）提案する協調型取引方式による製品メーカと販社の合計利益が改善さ
れることを確認する． 
 
確認方法： 
 複数の製品メーカと複数の販社を想定し，製品メーカと販社の組み合わせ
により，製品メーカ 1社と販社 1社のペア毎に取引条件を決定させる．決定
された取引条件に従って，2 社の合計利益を算出する．交渉型取引方式によ
る 2社の合計利益に対して，協調型取引方式による 2社の合計利益の増加率
を実験の出力とする．増加率がマイナスの場合であれば，交渉型取引方式に
よる合計利益に比べて，協調型取引方式による合計利益が低いこととなる． 
 
（2）提案する協調型取引方式の提案改善のガイド機能を実現するための課
題となるコスト関数の推定方法の適用性を確認する． 
 
確認方法： 
確認事項①と同じ実験環境で，製品メーカと販社間の取引が成立した際の
推定した 2社のコスト情報の精度を確認する．本研究では，提案したコスト
関数の推定方法は 2社の希望取引条件の改善に従って，コスト関数の傾きを
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更新することとなっている．従って，コーディネータにより，推定したコス
ト関数の傾きと 2社の実際のコスト関数の傾き（決定された取引量を通った
コスト関数の接線）の差異を確認する．差異が小さければ，提案した推定方
法の推定精度が高いと言える． 
 
数値実験のパラメータ値の設定に関しては，製品の最大販売量を 100とし
た場合，最大販売価格を最大販売量の 50%とする．また，製品メーカと販社
の固定費を最大販売価格の 4 倍から 5 倍までの範囲とし，2 社の変動費を固
定費の 5%として設定し，実験を行う． 
設定したパラメータ範囲から製品メーカと販社の組合せ（81ケース）によ
って実験を行った結果は以下となる． 
 
（1）提案する協調型取引による合計利益の増加率の確認 
協調型取引方式の場合において，製品メーカと販社の納得できる利益配分
比を 30% と 70%とし，コーディネータ設定した初期の合計コスト関数と実
際のコスト関数との差異（傾きの違い）を 5%とした場合の数値実験を行っ
図 3-11 提案する協調型取引による合計利益の増加率 
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た． 
取引が成立する際に，交渉型取引方式に対して，協調型取引方式による合
計利益の増加率の分布を上記の図 3-11 にて示す．増加率の算出は協調型取
引方式による合計利益と交渉型取引方式による合計利益の差を交渉型取引方
式による合計利益で割った値となる． 
図 3-11により，すべてのケースにおいて，協調型取引による合計利益の増
加率がプラスになっているため，協調型取引による合計利益の改善効果が確
認できた．また，利益の増加率が 10%以上の場合の確率は 50%以上となって
いることが確認できた． 
 
（2）コスト関数の推定精度の確認 
下記の図 3-12により，取引が成立する際に，コーディネータが推定した 2
社の合計コスト関数の傾きと実際の 2社の合計コスト関数の傾きの差異率が
示されている．81ケースのうち，差異率がほぼ 10%以内に抑えることが見ら
れる．そして，差異率が 5%以内となる確率は 75%以上となっていることが
確認できた．提案したコスト関数の推定方法により，2 社のコスト関数を正
図 3-12 推定したコスト関数と実際のコスト関数の差異率 
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確に推定することができる． 
コーディネータは製品メーカと販社の希望取引条件の提案を確認しながら，
製品メーカの生産コスト関数および販社の販売コスト関数を繰り返して更新
することにより，実際の 2社のコスト関数との差異が小さくなるコスト関数
を推定することができた．そして，推定したコスト関数の精度が高くなるに
つれて，より精度の良い改善提案の終着点を見積もることが可能となった． 
コーディネータは提案の終着点となる取引条件を更新する度に，2 社の提
案の改善方向も更新し，2 社に改善方向に基づいて希望取引条件を改善して
もらうことにより，協力事項の最終取引条件に近づく提案改善の終着点とな
る取引条件の近辺までに 2社の提案が改善されることにより，取引が成立す
る際の取引条件による 2社の合計利益が大幅に改善できた． 
設定した仮想の数値範囲においては，提案するコーディネータを介した協
調型取引方式の性能が確認できた． 
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第 4章 部品調達における協調型取引方式の設計 
 
本章では，2 章で述べたコーディネータを介した協調型取引方式の概念に
基づき，製品メーカと部品メーカの部品取引におけるコーディネータの機能
および機能を実現するための課題を詳細に説明する．そして，部品調達にお
けるコーディネータを介した協調型取引方式の取引手順を説明した上，部品
調達における提案する取引方式の性能を確認する． 
 
4.1 コーディネータの提案ガイド機能の開発 
 
製品メーカと部品メーカの協調型取引において，以下の問題点を解消する
ことを目的とし，2 社の間にコーディネータを設置し，希望取引価格の提案
進行をサポートする． 
 
（１）協力事項の最終取引価格に到達する前に取引が成立してしまうこと 
（２）取引成立に至るまでの提案回数が多いこと 
 
部品調達においては，協力事項の最終取引価格（2 社の損失感の和が小さ
くなる取引価格）に近い取引価格を決定することが望ましい．しかし，2 社
の希望取引価格の改善速度に大きな偏りがあるため，市場の中央価格から大
きく乖離した価格を取引価格として決定される．2 社の取引成立に対する希
望度合が大きく異なるほか，1 点価格による提案することもこの問題の原因
として考えられる．1 点価格で提案する際に，提案する希望取引価格に対す
る考え方により，価格改善の行動が大きく異なる．この 1点価格を期待価格
として考える場合もあるが，もしくは許容価格として考える場合もある[36]．
そして，相手の提案に対して，相手の考え方が把握できない．そのため，取
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引を行う際に，お互いに相手の希望取引価格とその希望取引価格に対する考
えが開示される提案方法にしてもらう必要がある． 
そして，製品販売の場合と同様に，上記の 2 点の問題を解決するために，
コーディネータは 2社それぞれの提案改善の終着点となる取引価格を見積も
った上，提案改善の終着点となる取引価格に向かって効率的な改善が可能と
なる提案のガイド情報を生成する． 
コーディネータは提案改善の終着点となる取引価格を市場の中央価格より
高く設定する場合，もしくは市場の中央価格より低く設定する場合には，2社
の損失感の和が大きくなる．また，独立な 2社である限り，各自はなるべく
得しようと考えるため，市場の中央価格を提案改善の終着点となる取引価格
として設定する場合には，不満が生じてしまうことが考えられる．そのため，
提案改善の終着点となる取引価格も 1点価格ではなく，製品メーカが納得で
きる取引価格の上限と部品メーカが納得できる取引の下限で構成された取引
価格の許容範囲を提案改善の終着点（範囲）として設定する必要がある． 
コーディネータは 2 社の希望取引価格の提案により，2 社の納得できる取
引価格の許容範囲を見積もった上，提案改善の終着点までに 2社の希望取引
価格をより効率的にガイドするため，2 社の希望取引価格の改善速度を確認
しながら，改善に対するインセンティブを与えつつ，提案改善の終着点とな
る取引価格の範囲までに毎回の提案改善の最小改善量を 2社それぞれに提示
し，提案進捗を管理する． 
従って，このような提案ガイド機能の開発にあたって，以上のことを纏め
ると，以下の 2 つの課題となる．各課題の解決方法はそれぞれ 4.2 節と 4.3
節に記述する． 
 
（1）2社にお互いに相手の希望取引価格とその希望取引価格に対する考えが
開示される提案方法で提案してもらうこと 
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（2）提案改善の終着点となる取引価格の許容範囲を設定し，2社の希望取引
価格の提案を確認しながら，設定した取引価格の範囲までに 2社の希望取引
価格を効率的にガイドすること 
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4.2 希望価格帯を用いた提案方式 
 
 取引の参加者により，1 点価格を期待価格として考える場合もあるが，も
しくは許容価格として考える場合もある．このような考えの違いを解消する
ため，1 点価格ではなく，2 社とも期待価格と許容価格の両方がわかるよう
に価格帯を用いて提案する必要がある．下記の図 4-1 は価格帯の概念（部品
メーカの場合）を示している． 
1 点価格を 2 点価格に分け，得したい希望となる期待価格を価格帯の上限
とし，損したくない希望となる許容価格を価格帯の下限とする．そして，価
格分布により，期待価格と許容価格の間の面積が半分となる価格が価格帯の
中間価格となる．部品メーカは価格の高いほうから徐々に価格の低い方向に
向かって希望価格帯を改善するが，製品メーカは価格の低いほうから徐々に
価格の高い方向に向かって希望価格帯を改善するため，期待価格と許容価格
は逆の位置となる．つまり，価格帯の下限は期待価格となり，価格帯の上限
図 4-1 価格帯の概念 
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は許容価格となる．価格帯の移動に従い，価格帯の中間価格の位置が変更さ
れる． 
 また，価格帯を用いて提案することにより，1 点価格の提案による取引成
立できないことを改善することができる．図 4-2 に示したように，2 社とも
に各自の期待価格で提案する場合，市場の中央価格を超えた自社に不利な方
向での提案ができないため，取引成立ができない．それに対して，価格帯を
用いる場合において，2 社の許容価格の間にオーバーラップ範囲が存在する
ため，取引成立ができる． 
 2 社ともに価格帯を用いて取引を場合に，取引成立可否の判断条件が変更
される．2.3.1節では「2社の希望取引条件がある範囲までに近づいたら取引
成立とする．」と述べたが，希望価格帯の場合では 2社の許容価格が示されて
いるため，取引成立可否の判断条件は「2 社の希望価格帯のオーバーラップ
範囲があれば，取引を成立とする」となる．そして，2 社の取引の公平性を
考慮し，取引が成立する際の取引価格を 2社のオーバーラップ範囲の中間価
図 4-2 価格帯による取引成立の可能性の増加 
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格とする．図 4-3は 2社の希望価格帯のオーバーラップの状態とその時の取
引価格を示している．オーバーラップの状態となる 2社の希望価格帯は 2社
の提案改善の最終価格帯となる． 
取引参加者の期待価格と許容価格以外，期待価格と許容価格間の距離，つ
まり価格帯の幅の広さも価格帯の 1つの要素となる．提示された希望価格帯
の幅が広い場合，この取引参加者の納得できる取引価格の範囲が広く，取引
成立の希望が強いと考えられる．逆に，提示された希望価格帯の幅が非常に
狭い場合，この取引参加者は取引価格の許容範囲に対して厳しく考えている
ため，取引成立の希望が弱いと考えられる． 
取引を行う際に，2 社は希望価格帯の上限と下限の平行移動によって，相
手の価格帯に向かって希望価格帯を改善する．両方の希望価格帯がオーバー
ラップの範囲が出てくるまで繰り返して希望価格帯を改善する． 
 
 
図 4-3 2社の希望価格帯のオーバーラップの状態とその時の取引価格 
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4.3 提案改善の終着点となる価格帯の設定と改善の進捗管理 
 
2 社の提案改善の終着点となる価格帯を決定するため，まず，提案改善の
終着点となる取引価格の許容範囲を設定する必要がある．取引スタートの際
に，コーディネータは市場の価格分布および部品メーカと製品メーカの初期
の希望価格帯を入手し，取引価格の許容範囲を設定する． 
前節でも述べたように，希望価格帯の幅はある取引参加者の納得できる取
引価格の範囲を表している．つまり，希望価格帯の期待価格に対して，許容
価格までの幅は期待価格から抑えたいずれの最大値となる．取引を行う際に，
部品メーカと製品メーカともに市場の中央価格より得しようと考えるため，
2 社の期待価格の限界は市場の中央価格となる．従って，2 社の期待価格を
市場の中央価格にした際，2 社の希望価格帯の許容価格で構成された価格の
範囲は 2社が許容できる取引価格の最大値と取引価格の最小値となる．下記
の図 4-4はコーディネータが 2社の希望価格帯により設定した取引価格の許
容範囲を示している． 
図 4-4 取引価格の許容範囲の設定 
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図 4-4は取引参加者の 2社の希望価格帯の幅が同じ場合のケースを示して
いるが，コーディネータは 2社の希望価格帯の幅が異なる場合でも同じよう
に取引価格の許容範囲を設定する． 
また，図 4-4により，この時の 2社の価格帯は改善の限界となり，希望価
格帯の提案改善の終着点（最終価格帯）となる．製品メーカと部品メーカに
初期の希望価格帯からそれぞれの最終価格帯に向かって各自の希望価格帯を
効率的に改善させるため，コーディネータは 2社の提案改善に対するガイド
情報を生成する．しかし，2 社ともになるべく得しようと考えるため，積極
的に提案改善の終着点となる価格帯までに希望価格帯を改善することが難し
い．その結果，2社の希望価格帯のオーバーラップ範囲が形成されないため，
取引が成立できないことが考えられる．このような問題を解消するため，2社
に希望価格帯の改善に対するインセンティブを与える必要がある． 
 
図 4-5 製品メーカと部品メーカの最終価格帯の候補案 
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コーディネータは設定した取引価格の許容範囲を用いて，2 社の最終価格
帯の候補案を生成する．図 4-5 は 2 社の最終価格帯の候補案を示している．  
本研究では，取引成立が可能となる 2社の最終価格帯のオーバーラップ範
囲の位置の違いによって，製品メーカと部品メーカの最終価格帯のペアを 4
組とする．図 4-6 により，部品メーカは候補案①の価格帯を最終価格帯とす
ることを前提として，製品メーカも候補案①の価格帯を最終価格帯とした場
合に取引の成立が可能となるが，製品メーカは候補案②の価格帯，候補案③
の価格帯また候補案④の価格帯を最終価格帯とした場合には取引の成立がで
きない．相手はどの候補案を最終価格帯にするかわからないため，部品メー
カは希望価格帯を候補案①の価格帯までに改善すれば，取引の成立可能性は
1/4（25%）となる．つまり，コーディネータは部品メーカに対して，相手の
希望価格帯が 25%の確率でここまでくることを保証する． 
より効率的に 2社に各自の希望価格帯から最終価格帯までに改善させるた
め，コーディネータは取引成立までの提案回数の上限を𝑁回とする．𝑁回の希
望価格帯の改善までに抑えるように 2社それぞれに対して，次回改善の改善
図 4-6 最終価格帯の決定による取引の成立可能性（25%） 
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量と取引成立の可能性の関係が表されるガイド情報を生成し，2 社それぞれ
に提示する． 
図 4-7 は価格帯の改善量の意味を表している．前回の希望価格帯の中間価
格から次回の希望価格帯の中間価格までの距離は一回当たりの価格帯の改善
量となる．従って，𝑑𝑠1は部品メーカの 1 回目の希望価格帯の改善量となり，
 𝑑𝑚1は製品メーカの 1回目の希望価格帯の改善量となる． 
そして，下記の図 4-8 は 2 社の希望価格帯の改善に対するガイド情報を
示している．次回の改善量に対する取引成立の可能性の関係を 2社に提示す
る．取引成立の可能性を高く求める場合には，希望価格帯の改善を積極的に
行う． 
製品メーカと販社はコーディネータから与えられた次回の希望価格帯の改
善量と取引成立の可能性の情報に基づき，各自の取引成立の可能性の希望に
従い，希望価格帯の改善の意思決定を行う．そして，決定した新たな希望価
格帯をコーディネータに提示する． 
図 4-7 2社の希望価格帯の改善量 
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図 4-8 2社の希望価格帯の改善進捗のガイド情報 
70 
 
4.4 設計したコーディネータの性能確認 
 
この節は提案するコーディネータを介した協調型取引方式により，製品メ
ーカ，部品メーカおよびコーディネータのそれぞれの行動手順を説明した上，
数値実験によって，提案する協調型取引方式の性能を確認する． 
 
＜取引の行動手順＞ 
取引の準備段階において，製品メーカ，部品メーカは 4.2 節で述べた価格
帯に関する事項（取引成立の条件や取引価格の決定条件など）に合意する必
要がある． 
そして，製品メーカ，部品メーカおよびコーディネータは以下の手順に従
って，取引を行う． 
 
Step1 製品メーカと販社の初期の希望価格帯による取引価格の許容範囲の
設定（コーディネータ） 
製品メーカと部品メーカそれぞれの初期の希望価格帯を入手し，市場の中
央価格と 2 社の希望価格帯の幅を用いて，2 社の納得できる限界となる取引
価格の許容範囲を設定する． 
 
Step2 最終価格帯の候補案の決定（コーディネータ） 
Step1 で設定した取引価格の許容範囲により，2 社の提案改善の終着点と
なる希望価格帯（最終価格帯）の候補案を生成する．前節では，4 ペアの最
終価格帯を生成することを前提として説明した． 
 
Step3 最終価格帯の候補案と取引成立の可能性の決定（コーディネータ） 
相手の希望の最終価格帯がわからないという前提において，取引参加者の
2 社それぞれに対して，最終価格帯の候補案による取引成立の可能性を見積
もる．  
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Step4 提案改善のガイド情報の生成と更新（コーディネータ） 
2 社の合意によって，今回取引の成立までの提案回数の上限を決定する．
コーディネータは受け取った 2社の初期の希望価格帯， 2社の最終価格帯に
対する取引成立の可能性，そして残りの提案回数に基づき，2 社それぞれの
次回の希望価格帯の改善量に対する取引成立の可能性といったガイド情報を
生成し，2社にそれぞれに提示する． 
 
Step5 希望価格帯の提案（製品メーカと部品メーカ） 
製品メーカと部品メーカはコーディネータから提示された次回の希望価格
帯の提案のガイド情報に従って，次回の希望価格帯を決定し，コーディネー
タに提示する．Step4へ戻る． 
 
Step6 取引成立可否の判断と結果の通知（コーディネータ） 
製品メーカと部品メーカの提案回数の上限となる最終回の希望価格帯を提
案し，コーディネータは取引成立可否の判断を行う．2 社の最終回の希望価
格帯は取引成立の条件（取引価格の許容範囲に 2社の希望価格帯のオーバー
ラップ範囲が存在すること）に満たすことが出来れば，コーディネータは 2
社の希望価格帯のオーバーラップ範囲に基づき，取引価格を決定し， 2社に
通知する．また，製品メーカと部品メーカの提案回数の上限となる最終回の
希望価格帯は取引成立の条件に満たすことが出来なければ，コーディネータ
は今回の取引が成立しないと判断し，その結果を 2社に通知する． 
取引成立可否の判断は手順説明の最後の Step6 となっているが，2 社の初
期の希望価格帯を含めて 2社の希望価格帯の提案改善が発生するたびに，コ
ーディネータは繰り返して取引成立可否の判断行う．2 社の希望価格帯が取
引成立の条件に満たすことができれば，これ以上の提案改善の必要性がなく
なり，取引成立と判断する． 
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＜コーディネータの性能確認＞ 
提案するコーディネータを介した協調型取引方式の動作および性能を確認
するため，実験パラメータを設定し，数値実験を行う． 
提案する協調型取引方式の提案改善のガイド機能を実現するための課題と
して，設定した目標となる希望取引価格の許容範囲に従った提案改善のガイ
ド方法の有効性を以下の 2点で確認する． 
 
① 提案改善ガイド付きの場合と提案改善ガイドなしの場合による決定され
る取引価格の分布 
② 希望取引価格の提案回数の上限制約が与えられている前提において，提
案改善ガイド付きの場合と提案改善ガイドなしの場合の取引成立の確率（提
案回数の上限に達しても取引成立ができない場合を取引決裂とする）  
 
確認方法： 
設定した実験環境で，提案した希望取引価格の限界に従った提案改善のガ
イドがある場合（提案改善のガイド付き）と 2社の価格帯がオーバーラップ
の状態になるまでに自由に提案する場合（提案改善のガイドなし）の取引価
格の分布を確認する．取引価格の分布のバラツキが小さくなれば，提案した
提案改善のガイド方法が有効と言える．そして，提案回数の上限を 5回とし
て設定した場合，提案改善ガイド付きの場合の取引成立確率が高ければ，提
案した提案改善のガイド方法が有効と言える． 
 
数値実験のパラメータ値の設定に関しては，市場の中央価格を 0とし，市
場の中央価格から±300の価格範囲を部品価格の範囲とする．部品メーカの希
望取引価格の下限を部品の最低価格の+60%の価格とし，製品メーカの希望
取引価格の上限を部品の最高価格の−60%の価格として設定し，実験を行う． 
設定したパラメータ範囲から部品メーカと製品メーカの組合せ（81ケース）
によって実験を行った結果は以下の図 4-9と図 4-10にて示す． 
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（1）取引価格の分布の確認 
図 4-9 は提案改善のガイド付きの場合の取引価格分布と提案改善のガイド
なしの場合の取引価格の分布を示している．提案する協調型取引方式による
取引価格の分布により，取引価格が市場の中央価格 0の近辺に集中すること
が見られる．そして，±100の乖離範囲に収まる取引価格が決定される確率は
90%以上となり，取引価格の偏りが改善されたことが確認できた．  
そして，提案ガイドなしの場合に比べ，提案改善ガイド付きの場合により，
決定した取引価格は市場の中央価格の±100の乖離範囲以上の確率が 30%以
上から 4%以下となり，取引価格に対する収束効果が確認できた． 
 
（2）取引成立の確率の確認 
そして，提案回数の上限を 5 回とし，5 回の希望取引価格の提案までに取
引の成立ができなければ，取引が成立しないことを前提とした場合において，
提案ガイドなしの場合と提案改善ガイド付きの場合の取引成立確率の結果を
以下の図 4-10にて示す． 
図 4-9 提案改善ガイド付きと提案改善ガイドなしの取引価格の分布 
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提案回数の上限を 5回として設定した場合，提案ガイド付きの場合の取引
成立確率は提案ガイドなしの場合の取引成立確率の 63%から 95%まで改善
され，約 32%の改善効果が見られる．図 4-9に示した提案ガイドなしの取引
価格の分布の中央部分（市場中央価格の近辺の価格）が消えてしまうことが
確認できた．つまり，提案ガイドなしの場合において，より少ない提案回数
で取引成立に至る場合の取引価格は 2社に対して，より大きく偏る取引価格
となる． 
 
コーディネータは製品メーカと部品メーカの希望取引価格の上限と下限を
設定した上，2 社の希望価格帯の提案改善を確認しながら，提案の改善量と
取引成立の可能性といったガイド情報を生成し，2社にそれぞれに提示する．
それにより，2 社に希望取引帯の改善のインセンティブを与えると共に，取
引の成立に至るまでの希望価格帯の改善進捗の管理および 2社の希望価格帯
の改善速度の偏りに対する緩和が可能となった． 
製品メーカと部品メーカはコーディネータから与えられた希望取引価格の
図4-10 提案改善ガイド付きと提案改善ガイドなしの取引成立の確率 
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提案改善のガイド情報に従って，提案改善の終着点に向かって，希望価格帯
の改善をより積極的に行うことにより，取引が成立する際に，取引価格の偏
りが大きく改善されたこと，そして取引効率も大きく改善されたことが見ら
れた． 
設定した仮想の数値範囲においては，提案するコーディネータを介した協
調型取引方式の性能が確認できた． 
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第 5章 提案する協調型取引方式の有効性の検討 
  
本章では，提案するコーディネータを介した協調型取引方式による有効性
を現実性のある環境で確かめる．企業の決算情報および出荷や販売などに関
する過去の実績による数値実験用データの推定を行い，そして，数値実験の
結果を用いて，協調型取引方式の有効性に対する考察を行う． 
本章の構成として，5.1節は実験計画，そして 5.2節と 5.3節は製品販売に
おける提案する取引方式の有効性に対する考察となり，5.4 節部品調達にお
ける提案する取引方式の有効性に対する考察となる． 
 
5.1 実験計画 
 
 提案するコーディネータを介した協調型取引方式による有効性を現実性の
ある環境で確認するため，現実性のあるデータを取得し，実験を行う必要が
ある．以下は製品メーカの製品販売および部品調達のそれぞれの場面におけ
る数値実験の計画について述べる． 
 
＜製品販売＞ 
ある典型的な電子機器メーカを例として，過去の決算情報や過去の出荷台
数実績など情報を入手する．そしてある典型的な販社を例として，過去の決
算情報や販売実績などの情報を入手し，実験に必要となる 2社のコストデー
タ（固定費と変動費）をマクロ的な観点で算出する．そして，需要情報とな
る𝑃𝑄曲線のデータを取得するため，複数社の製品の販売実績により製品の販
売量と販売価格を入手し，2者の相関関係を推定する．（データの取得および
算出の詳細は Appendix A参照） 
算出した実験に必要となるデータは以下となる． 
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𝑃𝑄曲線の傾き： -1.4 
𝑃𝑄曲線の切片： 140,000 
製品メーカ変動費： 14,000円 
製品メーカ固定費： 675,000,000円 
販社変動費： 3,000円 
販社固定費： 23,000,000円 
 
実験計画： 
算出したデータを用いて，以下の 2つの実験を行う． 
【実験 1】現実性のある数値実験の環境において，製品メーカと販社間にお
ける提案する協調型取引方式の有効性を検証する． 
 
（a）数値実験データ取得の対象となる電子機器メーカと販社の利益獲得お
よび利益配分の改善効果に対する考察 
（b）データ取得の対象となる 2 社間の取引のみならず，この 2 社の生産規
模（製品メーカの固定費）と販売規模（販社の固定費）を基準として，ある
範囲の電子機器メーカと販社を対象とした場合，提案する協調型取引方式に
よる利益獲得の改善効果に対する考察 
 
【実験 2】提案する協調型取引方式の適用性を検討するため，企業の特性に
よる提案する協調型取引方式の有効性を確認する．本研究では，企業の特性
をコスト構造と取扱っている製品の特性とする． 
 
（a）製品メーカと販社のコスト構造の特性により，提案する協調型取引方式
が利益獲得への改善効果に対する考察 
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（b）製品の特性により，提案する協調型取引方式が利益獲得への改善効果に
対する考察 
 
以上の実験 1と実験 2の実験結果の詳細は 5.2節と 5.3節に示す． 
 
＜部品調達＞ 
液晶パネルを基幹部品の典型的な例として，過去の販売価格の実績情報を
入手する．自己回帰により将来の平均価格を予想し，過去の販売価格により
標準偏差を求め，部品の市場価格の分布を推定する．（データの取得および算
出の詳細は Appendix B参照） 
算出した実験に必要となるデータは以下となる． 
 
部品の予想価格分布：𝑁(6090, 8652) 
 
実験計画： 
算出したデータを用いて，以下の 2つの実験を行う． 
【実験 3】現実性のある実験環境において，製品メーカと部品メーカ間にお
ける提案協調型取引方式の有効性を検証する． 
（a）提案する協調型取引方式が取引価格の分布への改善効果に対する考察 
 
【実験 4】提案方式の適用性を検討するため，部品メーカと製品メーカの特
性による提案する協調型取引方式の有効性を確認する 
（a）2社間の力関係の差異により，提案する協調型取引方式が取引価格の偏
りへの改善効果に対する考察 
 
以上の実験 3と実験 4の実験結果の詳細は 5.4節と 5.5節に示す． 
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5.2 製品販売における協調型取引方式による有効性の検証 
 
 製品メーカと販社の 2社の最大利益，交渉型取引方式による獲得した利益
と協調型取引方式による獲得した利益を以下の図 5-1 にて示す．（協調型取
引方式の場合，2社の納得できる利益配分に関して，製品メーカの 30%，販
社の 70%の設定に基づき，数値実験を行った） 
縦軸は最大利益に対する 2社の合計利益の割合を示している．製品メーカ
と販社の合計利益に関して，交渉型取引方式の場合に比べ，提案する協調型
取引方式により約 2.3 億の利益増が確認できた．また，最大利益に限りなく
近づくこと（最大利益の 99%以上）が確認できた．交渉型取引方式の場合の
製品取引量の 40019台に対して，協調型取引方式の場合は 59610台となり，
取引量の増加量は 19591台となる．従って，取引量は販売量とイコールにな
るため，販売量の増加が 2社の合計利益の増加の原因となる． 
また，製品メーカと販社の利益配分に関して，交渉型取引方式の場合の 2
社の利益配分は製品メーカの約 23%と販社の約 77%となる．2社の合計利益
図5-1 交渉型取引方式と協調型取引方式による2社の獲得利益 
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が低くなっていると共に，偏った利益配分により，製品メーカの利益が非常
に少なくなっていることが確認できた．協調型取引方式の場合では，2 社の
利益配分はほぼ事前に合意した利益配分の（製品メーカ：30%と販社：70%）
通りとなり，2 社の合計利益の増加に伴い，製品メーカの利益が大きく改善
されたと同時に販社の利益も改善されたことが確認できた． 
 そして，実験の結果の妥当性に関して，対象とする製品メーカの決算報告
書から対象期間の営業利益を取得し，当該製品メーカの液晶テレビの売上構
成比，国内マーケットの出荷比率と主要販社の企業数などを用いて，ある販
社 1 社へのテレビ販売による利益は約 2.1 億円となる．図 5-1 に示した交渉
型取引方式の場合の 3.5 億円に近い値となっているため，妥当性のある実験
結果と言える． 
データ取得の対象となる電子機器メーカと販社間の取引のみならず，ある
範囲の電子機器メーカとある範囲の販社を対象として，提案する協調型取引
方式による利益獲得の改善効果に対する考察を行うため，データ取得の対象
となる電子機器メーカと販社のデータを基準としてデータの範囲を設定し，
数値実験を行う．電子機器メーカの間，また販社の間の変動費は大差がない
ため，企業の特性を固定費の違いで表現する．また，電子機器メーカ間の固
定費の違いに比べ，販社間の販売能力や販売規模の違いが大きいため，販社
の固定費の範囲を少し大きく設定する．従って，電子機器メーカと販社それ
ぞれを以下の 3タイプとして設定する． 
 
電子機器メーカ： 
A社（基準の固定費），B社（基準固定費-10%），C社（基準固定費+10%） 
 
販社： 
a 社（基準の固定費），b 社（基準固定費-20%），c 社（基準固定費+20%） 
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従って，電子機器メーカと販社の組み合わせによる 9ケースを用いて，提
案する協調型取引方式の改善効果を分析する． 
図 5-2は 2社の合計利益が最大利益を占める割合の 9ケースの平均値を示
している．代表とする電子機器メーカと販社の 2社の取引のみならず，電子
機器メーカ（基準の固定費の±10%の範囲）と販社（基準の固定費の±20%の
範囲）に対しても，提案する協調型取引方式による合計利益の改善効果が確
認できた．そして，協調型取引方式の場合の合計利益は最大利益の 99％以上
となり，ほぼ最大利益に達成していることが確認できた． 
 
  
図 5-2 交渉型取引方式と協調型取引方式による 
電子機器メーカと販社の合計利益 
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5.3 製品販売における協調型取引方式の適用性の検討 
 
提案方式の適用性を検討するため，企業の特性による提案する協調型取引
方式の有効性を確認する． 
本研究では，取引の場面における企業の特性として，製品の生産コストや
販売コストといったコスト構造と扱っている製品の価格弾力性が考えられる．
5.2 節で述べたように，製品メーカや販社の変動費は競合他社の変動費との
大差がないため，固定費の違い，つまり企業の生産規模や販売規模を企業の
特性として分析する．また，本研究では，経営が困難な状況に陥っている製
品メーカが抱えている問題に注目しているため，適用性の検討対象を製品メ
ーカに絞る． 
 そして，製品メーカが製造する製品の特性も製品メーカの特性として考え
られる．ミクロ経済学の価格弾力性の概念により，製品の需要情報となる𝑃𝑄
曲線はある価格に対して購買する意欲を持つ人の人数をプロットしたものと
なる．従って，𝑃𝑄曲線の傾きは販売価格の変化率に対する需要（販売量）の
変化率を表している．𝑃𝑄曲線の傾きを用いて，製品の需要特性を表すことが
可能となる．一般的に，製品の価格弾力性が 1より大きい場合は弾力性のあ
るものとなり， 1未満の場合は非弾力なものとなる．製品の価格弾力性が高
いものとして，ファッション関連の品物やブランド品などの代替財があるも
のとなる．そして，価格弾力性の低いものとして，日用品や小麦粉などの生
活必需品となる．取得した液晶テレビの販売価格と販売量のデータに基づき，
推定した近似的な𝑃𝑄曲線により，液晶テレビの価格弾力性は 1.4となったた
め，販売価格の変更により販売量の変化が大きい製品として考えられる． 
従って，本研究では，製品メーカを対象として，生産規模が表される固定
費の違いおよび製造する製品の価格弾力性の違いにより，提案する協調型取
引方式の製品メーカへの適用性を検討する． 
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＜製品メーカの生産規模の違いによる検討＞ 
電子機器メーカを以下の 3タイプとして設定する．それぞれの電子機器メ
ーカは基準固定費の販社との取引を行った結果を用いて検討を行う． 
 
電子機器メーカ： 
A社（基準固定費-10%），B社（基準固定費），C社（基準固定費+10%） 
 
下記の図 5-3 により，製品メーカの固定費の増加につれて，交渉型取引方
式による合計利益が最大利益から離れていく傾向が見られる．それに対して，
固定費の増加につれて，協調型取引方式による合計利益と最大利益の差がほ
んの少し大きくなるが，ほぼ変わらないことが確認できた．つまり，固定費
の増加によって，協調型取引方式による合計利益対する改善効果が高くなる
ことがわかった． 
 そして，図 5-3 は製品メーカの変動費が変わらないという前提の実験結果
となっている．同じ変動費で製品を製造するメーカにおいては，生産規模が
図 5-3 固定費の違いによる協調型取引方式の合計利益への改善効果 
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大きくなるほど，生産設備の投資効率が低くなることが言える．また，生産
設備の投資効率が低い製品メーカは技術革新力が弱い．従って，実験結果に
より，技術革新力が弱い製品メーカであればあるほど，交渉型取引方式によ
る取引結果が悪くなり，提案する協調型取引方式による改善効果が高くなる
ことがわかった． 
 
＜製品特性の違いによる検討＞ 
液晶テレビが代表される電子機器の価格弾力性の値（1.4）を基準として，
基準値プラス 50%の製品（代替財が多い製品）と基準値マイナス 50％（生活
必需品）の 3タイプの製品を対象として，提案する協調型取引方式による効
果を確認する． 
 
𝛼製品（価格弾力性：0.7） 
𝛽製品（価格弾力性：1.4） 
𝛾製品（価格弾力性：2.1） 
 
販社は電子機器のほか，日用品やファッション関連品など様々な商品を扱
っているため，前節の分析対象となる販社の販売規模（固定費の範囲）を用
いて検討することが十分に妥当と考えられる．また，製品メーカに関しては，
前節で検討した電子機器メーカの生産規模（固定費の範囲）に近い製品メー
カを想定して分析を行う．従って，3 タイプの製品と以下の製品メーカと部
品メーカの組み合わせの 9 ケースにより，合計 27 ケースの実験を行う．ま
た，本研究では，価格弾力性となる𝑃𝑄曲線の傾きを調整する際に，𝑃𝑄曲線の
切片を固定して実験することを前提とする． 
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製品メーカ： 
A社（基準の固定費），B社（基準固定費-10%），C社（基準固定費+10%） 
 
販社： 
a 社（基準の固定費），b 社（基準固定費-20%），c 社（基準固定費+20%） 
 
図 5-4 は価格弾力性の異なる製品毎に製品メーカと販社の組み合わせによ
る 9ケースの平均値を示している．価格弾力性が低い製品の場合，交渉型取
引方式による合計利益が最大利益に近くなり，製品の価格弾力性が高くなる
につれて，交渉型取引方式による合計利益が大幅に低くなる傾向が見られる．
また，製品の価格弾力性の違いにほぼ関係なく，提案する協調型取引方式に
よる 2社の合計利益が最大利益に限りなく近づくことが確認できた．つまり，
価格弾力性の高い製品であればあるほど，提案する協調型取引方式による改
善効果が高くなることがわかった． 
価格弾力性が高い場合において，価格の変更に対して，量の増減度合いが
図 5-4 製品特性による協調型取引方式の合計利益への改善効果 
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大きくなる．交渉型取引方式による取引を行う際に，製品メーカは希望取引
価格を低い方向で修正することにより，販社の希望取引量の増加方向での改
善度合いが大きいため，2 社の希望取引量の中間値が最大利益となる取引量
より高くなる傾向がある．従って，取引が成立する際に 2社の取引量が利益
最大となる販売量より高くなり，2 社の合計利益少なくなることが考えられ
る． 
 また，同じカテゴリーの製品であっても，強いブランド力を持っている製
品メーカや他社が簡単に模倣できないコア技術を持っている製品メーカであ
るほど，その製品メーカの製品需要は価格に影響されにくい．逆に，ほとん
どの競合他社とほぼ同じの製品を製造するメーカは競争力のあるコア技術を
持っていないため，その製品メーカの製品需要は価格に影響されやすい．従
って，実験結果により，ブランド力やコア技術の弱い製品メーカであればあ
るほど，交渉型取引方式による取引結果が悪くなり，提案する協調型取引方
式による改善効果が高くなることがわかった．  
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5.4 部品調達における協調型取引方式による有効性の検証 
 
交渉型取引方式の場合，2 社は相手の提案を受諾するかどうかといった判
断を行う際に，用いる希望取引価格の上限や下限は，取引成立の希望確率に
よって決定される．この取引成立の希望確率は自社が相手に比べると強いと
思っている際に低く希望するのに対して，相手に比べると弱いと思っている
際に高く希望する． 
対象とする電子機器メーカが基幹部品を調達する場面においては，少数の
部品メーカが多数の製品メーカに部品を供給するため，一般的に製品メーカ
が弱い立場となっている．そのため，製品メーカの取引成立の希望確率が高
く設定される場合が多い．取引成立の希望確率と部品の予想価格分布に従っ
て，2 社は希望取引価格の上限や下限を決定する．決定された希望取引価格
の上限や下限に基づき，各々の取引のスタート価格と希望取引価格の提案速
度が求められる． 
交渉型取引方式と協調型取引方式を同じ条件で実験するため，交渉型取引
方式の 2社の希望取引価格の上限や下限と市場の中央価格の差を協調型取引
方式の 2社の価格帯の幅と同じ値にする．そして，3タイプの製品メーカ（取
引成立の希望確率：90%，80%，70%）と 3 タイプの部品メーカ（取引成立
の希望確率：80%，70%，60%）を設定し．製品メーカと部品メーカの組み合
わせにより，合わせて 9ケースの数値実験を行う． 
 また，市場の中央価格の 6090 円を参照点 0 円として設定する．従って，
横軸は決定された取引価格と市場の中央価格の乖離量を示している．下記の
図 5-5 は数値実験の結果を示している．交渉型取引方式により，決定された
2 社間の部品取引価格は市場の中央価格から大きく乖離することが確認でき
た．そして，交渉型取引方式による取引価格に比べて，協調型取引方式によ
る部品の取引価格は市場の中央価格との乖離が大幅に小さくなったことが確
認できた．協調型取引方式により，2 社の損失感の和の大きい取引価格が決
定される問題に対する改善効果が確認できた． 
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図 5-5 交渉型取引方式と協調型取引方式による部品の取引価格の分布 
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5.5 部品調達における協調型取引方式の適用性の検討 
  
取引価格のみの決定においては，取引参加者となる 2社の力関係によって，
強気の企業に有利な取引価格が決定され，2 社間の損得の差異が大きい取引
結果となる．製品メーカと部品メーカの取引価格決定の場面における提案す
る協調型取引方式の適用性を検討するため，2 社間の力の差異が交渉型取引
による取引結果と協調型取引による取引結果に及ぼす影響を明らかにする必
要がある．  
 2 社の力関係の差異が大きい場合，弱気の企業に比べ，強気の企業であれ
ばあるほど，取引成立の希望が弱くなり，自社に不利な方向での希望取引条
件の修正を積極的に行わないことが一般的である．そして，2 社の力関係の
差異が小さい場合においては，2 社が均等な立場となり，強気と弱気の特性
が現れなくなる． 
本研究では，希望取引価格の限界（交渉型取引の場合では希望取引価格の
上限や下限と市場の中央価格の間の価格幅，協調型取引の場合では希望価格
帯の幅）を用いて，取引参加者の力の強弱の特性を表現する．取引参加者の
力が強くなるほど，取引成立の希望確率が低くなり，希望取引価格の限界を
狭く設定する傾向がある．  
実験の方法として，製品メーカの希望取引価格の上限を固定し，2 社の力
の差異を表すため，部品メーカの希望取引価格の下限を調整する．製品メー
カの希望取引価格の上限と市場の中央価格の間の価格幅を基準として，部品
メーカの希望取引価格の下限と市場の中央価格の間の価格幅を基準の
（33.3%，66.7%，100%）の 3パターン設定する． 
前節と同様に，市場の中央価格の 6090 円を参照点 0 として設定する．そ
して，製品メーカの取引成立の希望確率を（80%，70%，60%）の 3 パター
ンとし，取引参加者の組み合わせによる 9ケースの実験により，提案する協
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調型取引方式の取引価格の偏りへの改善効果を確認する． 
上記の図 5-6により，製品メーカと販社の力の差異の 3パターンそれぞれ
において，取引価格と市場の中央価格の差の平均が示されている．部品メー
カの希望取引価格の下限と市場の中央価格の間の価格幅が変わっても，交渉
型取引の場合による取引価格と市場の中央価格の差がほぼ変わらないことが
見られる． 
それに対して，部品メーカの希望取引価格の下限と市場の中央価格の間の
価格幅が小さくなるにつれて，協調型取引の場合による取引価格と市場の中
央価格の差が小さくなることが確認できた．つまり，2 社の力の差異が大き
くなるにつれて，2 社の損失感の和が小さくなり，提案する協調型取引方式
の改善効果が大きくなることが確認できた． 
  
 本研究の対象となる基幹部品の市場では，売り手寡占に近い環境となって
いるため，部品メーカと製品メーカの 2 社間の力の差異が大きい．従って，
図 5-6 交渉型取引方式と協調型取引方式による取引価格と中央価格の差  
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提案する協調型取引方式により，2 社間の力の差異が緩和され，決定される
取引価格による 2社の損失感の和が大幅に緩和されることにより，安定的な
取引が実現できる．   
取引参加者の 2社の力の差異が大きい取引環境において，提案する協調型
取引方式の有効性が確認できた． 
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第 6章 結論 
 
本研究では，液晶テレビと基幹部品である液晶パネルに代表されるように
基幹部品の機能・性能により製品の機能・性能が決定される電子機器の製造
メーカの製品販売と部品調達において生じる取引条件の決定問題を解消する
協調型取引方式の設計を行った． 
本研究の対象とする製品メーカは基幹部品を自社内で製造しておらず，専
業化が進み大企業となった数社の部品メーカから購入しているが，原価構成
の大半を占める基幹部品の調達取引において部品市場の中央価格の近辺の損
得があまり生じない取引価格で安定して調達することが重要となる．  
また，製品メーカが直接製品市場で製品を販売するのではなく，複数の販
社を通じて販売しているため，販社との販売取引が必要となっている．価格
弾力性の高い電子機器の販売においては，市場から得ることのできる利益を
最大化できる販売価格・販売量を決定することが重要となる． 
部品メーカや販社との取引は交渉型取引方式で行っている．交渉型取引方
式とは，取引の参加者が自社の損得のみを考慮して設定した希望取引条件（製
品販売では取引価格と取引量，部品調達では取引価格）を交互に相手に提示
し，相手が受諾すれば取引が成立する方式である．どちらか一方が受諾する
か取引を中断するまで希望取引条件を改定しながら，交互にこの交渉を繰り
返す． 
本研究において，部品調達および製品販売の取引では，製品メーカの相手
側である部品メーカと販社の側に交渉の主導権がある取引環境となり，製品
メーカにとって一方的に不利な取引条件を製品メーカが受諾することとなる
ことを検証した．製品販売では，成立した取引価格により，販社の得られる
利益に比べて，製品メーカの得られる利益が極端に不利な利益配分となる問
題がある．また，部品調達では，取引が成立した際の取引価格が常に部品メ
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ーカには利得となり，製品メーカでは損失となることが問題となる． 
そして，自社の損得のみを考慮して希望取引条件を提示し，相手が受諾し
て得られて成立した取引条件は提示側一方の評価を最大化または最小化した
部分最適解となり，両者の損得の和を最適化する解が得られないことを示し
た．製品販売では，2 社の利益の和（合計利益）が最大となる取引量（販売
量）とならないこと，部品調達では，2 社の損失感の和を最小とする取引価
格とならない． 
本研究においては，交渉型取引方式の問題を解消することのできる協調型
取引方式を提案し，その効果を確認した． 
協調型取引方式の基本概念として，以下の 3点となる． 
①取引の参加者は交互に希望取引条件を提示し，片方が相手の希望取引条件
を受諾するかどうかという交渉プロセスを取らず，双方が両者の希望取引条
件が近接するまで同時に希望取引条件を繰り返して提案するプロセスとする． 
②希望取引条件の設定においては，前回の相手側の希望取引条件から遠ざか
ることのない方向で協力する． 
③希望取引条件を設定する際には，各自の得られる損得を評価して行うが，
それ以外に，両者の損得の和が改善される（利得では増加，損失では減少）
取引条件とすることに協力する． 
 しかし，この協調型取引方式においては，上記の③の協力事項の最終条件
に到達する前に①の取引の成立条件となる場合が発生する．また，各自が自
身の得られる損得を考慮して希望取引条件の改定を行うが，両者の改定の方
向が迂曲したものとなり，両者の提案が近接するまでに提案回数が増えてし
まう． 
 このような問題を解決するために取引のコーディネータを取引参加者の間
に設け，希望取引条件の設定をサポートする．コーディネータは上記の③の
協力事項の最終条件を予測し，それを希望取引条件の設定の際の目標（提案
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改善の終着点）として示し，その目標に向けて直接的に近接する範囲での取
引条件を設定する． 
製品販売において，2 社の協力事項の最終取引条件（合計利益が最大とな
る取引量尚且つ 2社が納得できる利益配分となる取引価格）を予測するため
に，2 社の納得できる利益配分比と需要情報（𝑃𝑄曲線）のほか，2 社のコス
ト情報が必要となる．2社の納得できる利益配分比と需要情報（𝑃𝑄曲線）を
取引参加者の 2社から直接に獲得できるが，製品メーカの生産コストや販社
の販売コストといった企業の機密情報の開示ができないため，2 社のコスト
関数を推定する必要がある．従って，本研究では，2 社の決算情報と過去の
取引実績から初期コスト関数を推定し，2 社の希望取引案の提案の進捗を確
認しながら，設定した初期コスト関数から精度の高いコスト関数を更新する
推定方法を提案した．部品調達において，2社の協力事項の最終取引条件（2
社の損失感の和が最小となる取引価格）の近辺で取引価格が決定されること
を実現するため，2 社の取引価格の許容範囲を見積もった上，希望取引価格
の改善に対するインセンティブを与える必要がある．従って，本研究では，
価格帯による希望取引価格の提示方式を提案した． 2社の希望価格帯に基づ
いて目標となる取引価格の許容範囲を設定し，毎回の希望取引価格の提案の
改善量と取引成立の可能性の関係といったガイド情報に従ったガイド方法を
提案した． 
ケーススタディによる提案する協調型取引方式の効果を検討した．製品販
売において，電子機器メーカ 5社および販社 6社のテータを取得し，数値実
験用データを推定した．交渉型取引方式の場合に比べ，提案する協調型取引
方式の場合の製品取引量が大幅に増加することによる 2社の合計利益が大幅
に増加するとともに，2 社それぞれの利益が合意した利益配分となることが
確認できた．そして，生産規模が表される固定費の違いおよび製造する製品
の価格弾力性の違いにより，提案する協調型取引方式の製品メーカへの適用
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性を検討した．生産設備の投資効率が低い製品メーカであるほど，また取扱
っている製品の価格弾力性の高い製品であるほど，提案する協調型取引方式
による改善効果が高くなることが確認できた．部品調達において，液晶パネ
ルの販売価格テータを取得し，数値実験用データを推定した．交渉型取引方
式に比べて，提案する協調型取引方式の場合では，市場の中央価格に集中す
る取引価格が決定されることが確認できた．それにより，2 社の損失感の和
が小さくなることが実現された．製品メーカと部品メーカの 2社の力関係の
違いにより，提案する協調型取引方式の適用性を検討した．2 社の力の差異
が大きくなるにつれて，提案する協調型取引方式の取引価格への改善効果が
大きくなることが確認できた． 
 
＜本論文各章の内容の纏め＞ 
 まず，第 1章では，電子機器メーカの製品販売および部品調達の場面を対
象とし，製品メーカと販社，および製品メーカと部品メーカとの取引におけ
る取引条件の決定において発生する問題点を示した上，本研究の目的を述べ
た． 
 
 第 2章では，従来の交渉型取引方式において，製品メーカの製品販売と部
品調達のそれぞれの場面において生じる問題を分析するとともに，取引条件
の決定に関する従来研究のレビューを行った．そして，交渉型取引方式の問
題を解決するため，取引参加者の 2社が合意した協力事項に基づき，同時に
希望取引条件を提示する協調型取引方式の有効性を示した．さらに，従来の
協調型取引方式の不十分さを改善するために 2社の希望取引条件の提案に対
するガイドの必要性を示し，希望取引条件の提案をガイドできるコーディネ
ータ付きの協調型取引方式のコンセプトを新たに提案した． 
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第 3章では，製品販売におけるコーディネータを介した協調型取引方式に
よる希望取引条件のガイド機能を説明した．具体的には，ガイド機能を実現
するための課題として，2 社のコスト情報の推定方法，および初期希望取引
条件の許容範囲の設定方法の 2点を説明した． 
コーディネータが，決算情報や過去の取引実績などから推定した 2社の初
期コスト関数を，希望取引条件の提案進捗を確認することで，より確度の高
いコスト関数に更新する方法を提案した．また，2 社の利益構造，推定した
コスト関数と𝑃𝑄曲線の関係により，2社それぞれに対して，提案改善の終着
点に至るまでに利益が増え続けることが可能となる取引条件の範囲を明らか
にした．また，数値実験により，提案するコーディネータによるコスト関数
の推定精度と利益改善の効果の確認を行った． 
 
第 4章では，部品調達における，コーディネータを介した協調型取引方式
による取引条件のガイド機能を説明した．具体的には，ガイド機能を実現す
るための課題として，希望取引価格の提案方法と，2 社の希望取引条件をガ
イドする方法の 2点を説明した． 
2 社の希望価格帯により，提案改善の目標となる取引価格の許容範囲の設
定方法を検討した．取引価格の許容範囲までに 2社の希望価格帯を効率的に
ガイドするため，2 社の提案改善のインセンティブとなる取引成立の可能性
と希望価格帯の改善量の関係が表されるガイド情報の生成方法を提案した．
さらに，提案する協調型取引方式の動作確認と性能検証を行い，取引価格の
改善および提案のガイド方法の有効性を確認した．  
 
第 5章では，提案するコーディネータを介した協調型取引方式による有効
性を現実的な場面を想定し確認した． 
対象となる電子機器メーカと販社の製品取引において，交渉型取引方式に
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比べ，協調型取引方式による製品販売量が大幅に増加し，約 13%の両社の合
計利益の改善効果が見られ，2社の WIN-WIN関係の構築が可能となること
を示した．また，製品メーカが，生産技術の革新力およびコア技術の競争力
が弱いほど，提案する協調型取引方式による改善効果が大きいことを明らか
にした．製品メーカと部品メーカの部品取引において，協調型取引方式によ
り，決定される取引価格による 2社の損失感の和が大きい問題に対する緩和
効果が見られ，2 社の力の差異が大きくなるにつれて，提案する協調型取引
方式の有効性を明らかにした．  
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Appendix A 
 
＜実験用データの生成＞ 
製品販売において，数値実験を行うために必要となるデータとして，以下
の 3項目となる． 
 
①製品メーカの生産コスト情報（変動費と固定費） 
②販社の販売コスト情報（変動費と固定費） 
③需要情報（𝑃𝑄曲線） 
 
データ①とデータ②の取得方法 
 本研究では，S社を典型的な例として，電子機器メーカのコストデータ（固
定費と変動費）をマクロ的な観点で算出する． 
公開された過去の決算短信[37]によって，2 期の営業費用を取得する．ま
た，同じ時期の 2期の液晶テレビの出荷台数の情報を調査し，データを取得
する[38]．変動費は操業度に比例する費用となる．製品メーカの場合では，
製品の生産量の変化に比例する費用となる．従って，営業費用の変化と出荷
台数の変化によって，変動費を推定することができる．推定された変動費と
出荷台数によって，変動費の総額を算出する．そして，営業費用から変動費
の総額を引いて，固定費を算出することが可能となる． 
 
【取得したデータ】 
テレビの総出荷台数： 
12,800,000台（2011年度） 
15,300,000台（2010年度） 
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営業費用： 
229,832百万円（2011年度） 
266,509百万円（2010年度） 
 
【計算方法】 
変動費 ＝ ∆営業費用/∆出荷台数 
 固定費 ＝ 営業費用 −変動費の総額（変動費 ×出荷台数） 
 
【計算結果】 
変動費（単位あたり）：14,670円 
固定費：42,056百万円 
 
そして，B社を典型的な例として，販社のコストデータ（固定費と変動費）
をマクロ的な観点で算出する． 
製品メーカの場合と同じように，B社の決算短信[39]を取得し，2期の商品
の販売量の変化と営業費用の変化によって変動費を推定する．そして，販売
量と変動費の総額によって，変動費の総額を算出し，営業費用から変動費の
総額を引いて，固定費を算出する． 
しかし，販社の場合においては，テレビ以外，色んな商品を扱っているた
め，全商品の全ての販売量を求める必要がある．従って，本研究では，商品
の各品目において，代表的な商品の販売価格を調査し，それらの平均価格を
求める．例えば，カメラの場合，レンズ交換型の平均価格とデジタルカメラ
の平均価格の平均をカメラの平均価格とする．そして，決算短信からの品目
別の売上高とその品目の平均価格を用いて，その品目の販売量を推定する．
表 A-1は販売量の算出の一例を示している．音響映像商品以外は，家庭電化
製品，情報通信機器・商品などの品目別がある． 
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表 A-1 販売量の算出例（音響映像商品）[39] 
品目別 
売上高 
（百万円） 
売上高 
構成比 
平均売価
（円） 
販売量 
音響映像
商品 
カメラ 26,658 6.8 23,500 1,134,383 
テレビ 19,822 5.1 50,000 396,440 
レコーダー・
ビデオカメラ 
15,778 4 42,000 375,667 
オーディオ 12,698 3.2 85,520 148,480 
AVソフト 4,971 1.3 2,731 1,820,432 
 
【取得したデータ】 
営業費用： 
136,931百万円（2011年度） 
121,450百万円（2010年度） 
 
【推定したデータ】 
販売量： 
45,490,333（2011年度） 
40,330,000（2010年度） 
  
【計算結果】 
変動費（単位あたり）：3,000円 
固定費：460百万円 
 
 本研究では，製品メーカ 1社と販社 1社において，ある製品を対象として
取引することを対象場面とするため，計算した製品メーカと販社の単位あた
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りの変動費に関しては，このままの値を使って実験を行うことが可能である． 
しかし，固定費に関しては，すべての製品分の費用となっているため，算出
された固定費を修正する必要がある．製品メーカの場合は，国内の販社 1社
に対してテレビを販売することを考慮する必要がある．そして販社はテレビ
の品目を調達・販売することを考慮する必要がある．従って，製品メーカの
場合はテレビ品目の売上の構成比，国内マーケットへの出荷率，対象とする
販社のシェア率などによって，対象とする販社へのテレビ販売にかかる固定
費の割合を推定することできる．また，販社の場合はテレビ品目の売上の構
成比によって，テレビ販売にかかる固定費の割合を推定することできる．従
って，修正した製品メーカと販社の固定費は以下となる． 
 
修正した製品メーカの固定費[37][40][41][42][43]： 
 算出された固定費∗ 0.236 ∗ 0.544 ∗ 0.125 = 675（百万円） 
 
2011年度の AV・通信機器品目の売上の構成比：0.236 
国内マーケットへの出荷率：0.544 
販社の平均シェア率：0.125 
 
修正した販社の固定費[39]： 
 算出された固定費∗ 0.05 = 23（百万円） 
 
2011年度のテレビ品目の売上の構成比：0.051 
 
データ③の取得方法 
𝑃𝑄曲線を推定することは製品の販売量と販売価格の相関関係を推定する
こととなる． 
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まず，液晶テレビのブランド別の国内市場の出荷台数とブランド別の平均
販売価格のデータ（主要メーカ 5社，サムスン，LG，ソニー，シャープ，パ
ナソニック）を取得する．そして，販社 6社（ヤマダ電機，ビックカメラ+コ
ジマ，エディオン，ケーズホールディングス，ヨドバシカメラ，その他，そ
の他を 1社として考える）へ供給することにより，ある販社 1社への販売台
数を算出することができる． 
以下に，製品メーカ 1社の販売量と販売価格の例を示す（2012年の国内市
場の販売台数，S社のシェア率から推定したもの）．そして，ブランド毎にあ
る販社 1社への販売台数を算出し，各々のブランドの平均販売価格と販売台
数を用いて，回帰分析により近似直線を取得し，取得した近似直線を𝑃𝑄曲線
とする． 
 
販売量と販売価格の例 
【販売台数】 
国内市場の販売台数：419,445台 
販社数：6社 
ある販社への販売台数の推定：69,908台 
 
【販売価格】 
液晶テレビの平均価格：55,000円 
 
回帰分析により，傾きが-1.4，切片が 139702.5の近似直線が得られた．近
似直線を製品の𝑃𝑄曲線とする． 
  
従って，入手したデータに基づいて算出および修正を行い，数値実験用パ
ラメータは以下となる． 
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𝑃𝑄曲線の傾き： -1.4 
𝑃𝑄曲線の切片： 140,000 
メーカ変動費： 14,000円 
メーカ固定費： 675,000,000円 
販社変動費： 3,000円 
販社固定費： 23,000,000円 
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Appendix B 
 
＜実験用データの生成＞ 
部品調達において，数値実験を行うために必要となるデータとして，部品
の予想価格分布となる． 
液晶パネルの基幹部品となる液晶パネルを対象としてデータを調査する．
部品の予想価格分布を生成するため，最近 10年（2008～2018）の液晶パネ
ルの年平均価格を取得し，自己回帰（𝑁 − 1年の平均価格と𝑁年の平均価格の
相関関係）による近似直線を求める． 
 
表 B-1 液晶パネル（32型）の価格推移 （単位：ドル）[44][45][46] 
年 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18 
価格 250 200 170 130 128 109 90 75 63 71 54 
 
 表 B-1のデータを用いて，回帰分析を行った結果，液晶パネル価格の近似
曲線の傾きと切片は以下となる 
 
近似曲線の傾き：0.77 
近似曲線の切片：9.85 
 
そして，2018年の平均価格を近似曲線の 1次関数に代入し，2019年の平
均価格を算出する． 
また，表 B-2 により，液晶パネル（32 型）の 2016 年～2018 年の 3 年間
の毎月の価格も取得したため，過去 3年間の毎年の平均価格に対する標準偏
差を求めることにより，過去 3年間の価格の標準偏差の平均を算出し，2019
年の価格の標準偏差とする． 
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表 B-2 液晶パネル（32型）の毎月の平均価格（2016～2018） 
（単位：ドル）[44] 
 
 
従って，2019 年の 32 型液晶パネルの年平均価格と標準偏差が算出され，
以下の値となる． 
 
平均価格：56.64 
標準偏差：6.62 
 
これらを用いて，部品の予想価格分布を生成し，そして全ての価格を日本
円に換算する． 
 
部品の予想価格分布：𝑁(6090, 8652) 
 2016 2017 2018 
1月 53 74 64 
2月 52 74 63 
3月 52 74 61 
4月 53 74 56 
5月 55 74 50 
6月 57 73 44 
7月 62 71 50 
8月 70 69 55 
9月 75 68 56 
10月 76 67 52 
11月 76 67 48 
12月 75 66 43 
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